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 背景 1.1

1.1.1 超高齢化社会 

日本における年代別人口の推移を図 1-1 に示す。日本の総人口は平成 25 年 10 月 1

日時点で 1億 2730万人となっており、前年度に比べ約 20万人減少した。その一方で、

65 歳以上の高齢者人口は過去最高の 3190 万人となり、高齢化人口は 25.1％を記録し

た。平成 72 年（2060 年）には高齢化率は 39.9％にまで達すると推計されており、2.5

人に 1 人が高齢者になると言われている。 

こうした高齢者人口の増大は、年金、医療費等の社会保障費の増大につながり、国

や地方自治体の財政を圧迫している。労働人口の減少による歳入の減少もあり、社会

保障費の抑制は喫緊の課題と言える。 

 

 

図 1-1 日本における年代別人口の推移[1] 
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1.1.2 医療費 

 増大する医療費 1.1.2.1

日本における社会保障給付費の推移を図 1-2 に示す。年金、医療費、福祉その他い

ずれも右肩上がりとなっており、2014 年の予算ベースの推計によると、国民所得額に

対する社会保障給付費総額は 31.09％を占める状態になっている。 

高齢者人口の増加による年金、医療費の増大、労働人口の減少による歳入減による

財政の逼迫は、地方自治体でも例外ではない。たとえば後期高齢者医療制度であれば、

図 1-3 に示すように、全体の財源の約 8%にあたる約 1.1 兆円は市町村が負担してい

る状態である。 

 

 

図 1-2 社会保障給付費の推移[2] 

 

 

図 1-3 後期高齢者医療制度の財源の内訳[3] 
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 高齢者の医療費適正化に向けた取り組み 1.1.2.2

我が国では、少子高齢化に伴う社会保障費の逼迫を抑制するため、様々な対策が取

られるようになった。健康増進法に基づき国民の健康増進の推進に関する基本的な方

向等を定めた健康日本２１と呼ばれる計画がその一つである。本計画は 2012 年 7 月

に全部改正され、2013 年より「健康日本２１（第 2 次）」となっている。ここには、

健康寿命の延伸、生活習慣病の予防等のガイドラインが示されており、それらに則り

健康増進、医療費適正化に向けた施策が各地、各保険者で行われている。 

本計画で定められた高齢者の健康の目標設定の考え方を図 1-4 に示す。その中では、

「高齢者の要介護状態の予防または先送り」が重要な目標の一つとして設定されてい

る。こうした介護予防を狙った事業については、地域支援事業実施要項でその具体的

な事業構成等が定められている。 

一方で、こうした個人の行動変容の他、良好な社会環境の構築の実現も目標として

掲げられており、高齢者の健康に対し、社会参加の機会増加等が重要であるとされて

いる。本計画では、こうした社会参加や各福祉サービスへのアクセス性の改善は、高

齢者のみならず、国民の生活習慣病予防という観点からも重要であるとしている。 

 

 

図 1-4 高齢者の健康の目標設定の考え方[4] 

 

社会参加の機会の増加と公平性
の確保、健康のための支援（保
健・医療・福祉等サービス）への
アクセスの改善と公平性の確
保、地域の絆に依拠した健康づ
くりの場の構築

○高齢者の要介護状態の予防
または先送り

○身体、心理、社会的機能の維持・
増進
○認知症、ロコモティブシンドロー
ム、うつ、閉じこもり、低栄養など老
年症候群の予防

○良好な食・栄養
○身体活動・体力の増進
○社会参加・社会的紐帯を重視

＜個人の行動変容＞ ＜良好な社会環境の実現＞

社会環境の質の向上生活の質の向上

健康寿命の延伸・健康格差の縮小

○高齢者の社会参加と社会貢献
の増進
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1.1.3 公共交通 

 公共交通の衰退 1.1.3.1

一方で、公共交通の衰退という問題を地方自治体は抱えるようになってきている。

自治体の財政縮小に伴い、地域公共交通は再編に迫られている。路線バスの輸送人員

の推移を図 1-5 に示す。過剰なモータリゼーションを背景に、路線バスの利用数の減

少が続いており、その傾向は地方部において、より顕著である。そのため、1 日の利

用者が数人に満たない、いわゆる「空気を運ぶバス」が存在しているのが現状である。 

 

 

図 1-5 路線バス輸送人員の推移[4] 

 

こうした自家用車の普及による公共交通の輸送人員の低下は図 1-6 に示す公共交

通衰退の悪循環のきっかけとなる。公共交通において利用者数の減少は採算性の悪化

に直結する。採算性の悪化した事業はサービス水準の低下を余儀なくされ、それは更

なる利用者数の減少につながる。 
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図 1-6 公共交通衰退の悪循環[6] 

 

 交通施策 1.1.3.2

こうした公共交通サービスの低下の他、同居家族による送迎の減少などを背景とし

て、高齢者のモビリティ確保が高齢社会における解決すべき課題の一つとなっている

[7]。ここでは、デマンド交通の導入を交通施策の一例として紹介する。 

コミュニティバスをはじめとした一般的な路線型バスとデマンド交通との比較を図 

1-7 に示す。デマンド交通とは乗客の希望（デマンド）に合わせて運行する交通機関

である。一般的な定時・定路線型のバスとは異なり、デマンド交通は、希望がなけれ

ば運行せず、希望が多い場合には乗り合わせて運行するという点で、合理的かつ効率

的な交通機関であると考えられる。特に時間的・空間的に多様な高齢者の需要に対応

できるため、導入自治体が増えつつある。 

 

 

図 1-7 路線型バスとデマンド交通の比較 
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1.1.4 医療費の点から見た交通施策の評価 

図 1-4 にもあるように、医療に直接関係のある取り組みの実施と福祉サービス等へ

のアクセシビリティ向上は、医療費適正化における両輪の役割となっている。仮に、

自治体が医療費適正化を狙って介護予防教室、定期健康診断等を開催・実施したとし

ても、高齢者の自由な移動が保障されない状態では、その効果が十分発揮されないこ

とが考えられる。逆に、交通施策を効果的に実施できれば、モビリティの保障に留ま

らない効果が期待できる。 

しかし実際には、福祉に関係のある施策は福祉系の部門、交通施策については交通

系の部門が個々に取り組むケースが多いのが現状である。超高齢化してもなお持続可

能な社会であるためには、福祉や交通といった枠を超えた施策の評価手法が必要とな

る。 

 

1.1.5 活用できるデータの広がり 

一方で、評価に活用できると考えるデータも広がりを見せている。以下では、医療

関係、交通関係についてそれぞれ述べる。 

医療関係については、レセプト（診療報酬明細書）の電子化[8]が挙げられる。診療

開始日、医療機関コード、疾病名等がレセプトの主な記載項目となっている。レセプ

トの電子化は、件数ベースで調剤、医科(病院)でほぼ 100%の普及率となっている。電

子化されたレセプトは、厚生労働省、都道府県による全国医療費適正化計画等に向け

た利用のほか、第三者期間にも審査の上で提供を認めている。レセプトは医療費への

影響の検証において非常に重要なデータであると言える。 

交通関係については、近年急速に普及が進んだ交通系 IC カード[9]が挙げられる。

例えば、JR 東日本が発行する Suica などは、当初は鉄道事業の効率化を目的として

開発されたが、現在では電子マネーの機能が付加され、様々な生活サービス事業と結

びついている。他の交通系 IC カードも同様の広がりを見せている。一方で、蓄積さ

れたデータは交通利用履歴を含んだビッグデータとしての活用が可能である。個人情

報の扱いには十分留意する必要があるが、交通の施策を評価するに当たりこれらの

データは有益であると考えられる。 
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 目的 1.2

本研究の目的は、高齢者の医療費の増減を考慮した交通施策の評価を行うことであ

る。それに向けて、以下の内容の検証および評価を行う。 

 公共交通の利用履歴および後期高齢者医療制度のレセプトを用いて公共交通導

入による医療費削減効果の検証を行う。 

 それらの結果を用いて、地方自治体の行う交通施策について高齢者の医療費増

減額およびその施策に関わる費用を用いて評価を行う。 

なお、本研究における交通施策とは、公共交通に対する導入・再編等の施策を指すも

のとする。 

 本論文の構成 1.3

本論文の構成を以下に述べる。 

第 2 章では、本研究に関連する研究及び事例について説明する。 

第 3 章では、公共交通導入による医療費削減効果の検証の手法、後期高齢者の医療

費を考慮した自治体交通施策の評価手法について説明する。 

第 4 章では、本手法を適用する自治体の選定を行い、対象自治体となった三重県玉

城町について詳しく述べる。 

第 5、6 章では、三重県玉城町に対し第 3 章に述べた手法を適用した結果を示す。 

第 7 章では、得られた結果、他自治体の公共交通に関する考察、データの連携等に

ついての考察を行う。 

第 8 章では、本研究の結論について述べる。 
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 はじめに 2.1

本章では、本研究に関連する医療費推計や疫学、交通と医療、外出が健康に与える

影響に関する研究事例等について述べる。その後、地方自治体の行政評価の現状とそ

れに関する既存研究について説明する。 

また、本研究では、公共交通導入による医療費削減効果について検証を行う際、公

共交通機関の利用履歴を用いる。利用履歴が記録される交通機関の一例として、予約

制の乗合交通システム、オンデマンド交通についても説明する。 

最後に本研究の位置づけについて述べる。 
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 医療費推計 2.2

将来の医療費の推計方法について、国内、海外に多くの研究事例、推計手法が存在

している。ここではそれらについて整理する。 

 

2.2.1 研究事例・推計手法の概観 

国レベルの中長期医療費の推計は、OECD（経済協力開発機構）や EU[10]、CBO

（アメリカ議会予算局）[11]等で、各国について行われている。一方で国内では、厚

生労働省、財務省を中心に推計が行われている。これらの機関で用いられている推計

の基本的な枠組みは、概ね以下のようになっている。 

 

1. 基準年の年齢階級別の一人当たりの医療費のデータを得る。 

2. 得た年齢階層別一人当たり医療費に対し後述の伸び率を乗じ、将来の年齢階級別

一人当たりの医療費を推計する 

3. 将来の年齢階級別一人当たり医療費に対し、将来推計人口を乗じることで、将来の

年齢階級別医療費を求める 

4. 年齢階級別医療費を合算し、将来推計額を算出する。 

 

また、社会保障国民会議では、一人当たりの医療費の代わりに 1 治療当たりの単価

を、人口の代わりに治療の数量を用いて同様の推計を行っている[12]。 

医療費の変動要因は、所得要因、人口動態要因、その他の要因（医療技術の進歩、

政策による効果等）に分解することができる。先述した推計の枠組みでは、将来推計

人口を推計に取り入れることで、人口動態要因を推計に反映することができる。 

一方、所得要因及びその他要因を推計に反映する手法に関しては、様々な方法があ

る。またいずれの方法についても、現状を維持した場合、制度改革を行った場合等、

様々なシナリオを仮定して推計が行われている。以下では、一人当たり医療費の伸び

率の設定手法について述べる。 
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2.2.2 一人当たり医療費の延伸 

一人当たりの医療費の伸び率の設定に関しては、以下の 3 つの考え方が存在する。 

 

A) 一人当たり経済成長率（GDP）、賃金に連動させる方法[10] 

B) 経済成長を上回る伸びを上乗せする方法[11][12] 

C) 外生的に一定の伸び率を与える方法[13] 

 

A)、B)の方法は、経済成長率を用いることで、所得要因を推計に反映するという点

で一致している。C)の方法については、所得要因やその他要因を含めた上で一定の伸

び率を仮定するものとなっている。 

どの方法が適切であるかは、推計の目的やシナリオによって異なる。たとえば、「医

療費等の将来見通しおよび財政影響試算」[13]では、C)の方法を用いて、高齢化の影

響、診療報酬改定、制度改正を除くという設定のもと、1 人当たり医療費伸び率を年

1.5％と仮定して推計を行っている。 

 

2.2.3 予測精度の問題 

岩本らによると、将来の医療費の推計には、ある程度確実に予測できる部分と予測

が困難な部分が存在する[14]。 

人口構造の変化による医療費の変化はある程度予測が可能である。西村[15]、小椋

ら[16]などが高齢化を原因とする医療費の動向を推計しているが、いずれも約 30 年後

の一人当たり医療費は約 1.5 倍に増加するという結果となっている。 

一方で、予測が困難であるのは、医療技術の変化による医療費の変動である。また、

そもそも推計に反映させる経済成長率についても、完全に予測することは不可能であ

る。したがって、先述のように、推計時にはある程度幅を持ったシナリオを複数用意

した推計が行われている。 
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 交通と医療費・福祉に関する研究 2.3

2.3.1 交通と医療に関する研究 

これまでの運輸政策に関する研究は、道路の効率的な運用、混雑問題の解決など都

市計画を中心として発展してきたが、近年では環境問題の解決などにも注目が集まっ

ている。一方で、交通行動や都市構造が人々の健康に与える影響に関する分野につい

ても、研究が進められている。 

交通と医療費に関係する先行研究としては、LRT(Light Rail Transit, 軽量軌道交

通 )導入の持つ医療コスト低減効果の推計に関する研究[17]がある。LRT 導入前の効

果の推計として行われた研究であり、低減される医療コストが定量的に評価されてい

る。この研究では、自動車で過ごす時間と肥満リスクに関する研究結果[18]を根拠に

計算を行っている。 

他にも、通勤手段と BMI、体脂肪率の関係性を検証した研究が存在する[19]。こう

した関連性を検証する研究においては交絡因子の除去が重要である[22]。交絡因子と

は、研究対象とする曝露因子と関連があり、かつ結果に直接影響を及ぼす研究対象外

の因子のことを指す。交絡因子の影響を除去できていないと、仮に研究対象の曝露因

子と結果に関連性があるという検証結果が出たとしても、真に関連性があったと結論

付けることはできない。 

交絡因子の影響を軽減するための手法は以下のようなものがある。それぞれ、手法

の概要を述べる。 

A) 限定 

対象者をある特性を持った人に限定することで、その特性による交絡を防ぐ方法。

その特性を持たない人に関する結果が得られないという欠点がある。 

B) マッチング 

交絡すると考えられる因子の分布を実験群、対照群で等しくなるように標本を抽出

する方法。マッチングに関する恣意性や抽出されなかったデータが欠落することにな

ることが問題となる。 

C) 層化 

交絡すると考えられる因子の値によって対象者を層化し、それぞれについて関連を

分析する方法。十分な標本数が確保できない場合、層が薄くなりすぎる可能性がある

こと、一度に多数の因子を扱うことが不可能であることなどが問題である。 
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D) 共分散分析 

交絡因子によって説明できる変動を、結果の誤差変動の中から除去することで、影

響を取り除く方法。一般的によく利用される方法であるが、結果と交絡因子の関係を

モデル化する必要が生じる。 

また、交絡すると考えられる複数の因子を一つの変数に集約する傾向スコア法と呼

ばれるものも考案されている[23]。これは、無作為割付が困難または不可能な観察研

究において、ある群に割り付けられる確率を複数の因子によって説明するモデルを設

定し、それを用いてマッチング、層化、共分散分析を行うというものとなっている。 

 

2.3.2 交通と福祉に関する研究 

一方、交通と福祉に関係する先行研究としては、QoL（生活の質）についての研究が多

数存在する。高齢者の QoL とモビリティには重要な関係があるということは一般的に認知さ

れている。モビリティの質的要素として、Metz[19]は、以下の 5つを挙げている。 

① 希望の人や場所へアクセスするための移動 

② 移動の心理的な便益 

③ 運動の便益 

④ 地域コミュニティへの参加 

⑤ 潜在需要 

さらに、高齢者の QoL にとって必要なのは、②-④としている。これらを直接計測

することは困難であるが、自宅外の活動時間などをその代理指標として挙げている。 

QoL 向上効果計測のアプローチとして、佐々木ら[21]は、アマルティア・センの潜

在能力を反映した評価方法を提案している。これは、福祉交通の持つ機能とそれを利

用できる機会をセットで考える「潜在能力アプローチ」である。ある一つの市に対し

て生活行動・意識に関するアンケートを実施し、買い物等のそれぞれの生活行動の満

足度の要因を重回帰分析によって推定している。 

交通と医療費・福祉に関しては、他にも多くの研究が存在している。しかし、特に

公共交通に関しては、利用に関して追跡の調査が難しく、マクロ的な分析が多い。ま

た、アンケートやヒアリング調査は個人の属性や主観的な意見を得られる一方で、多

数の人への継続的な実施が困難であるなど、問題点も多い。 
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 外出・運動が健康に与える影響に関する研究事例 2.4

社会参加の促進及び運動機会の増加と QoL や健康維持の関係に関しては多くの研

究事例が存在する。生活習慣病に関する研究、認知症に関する研究について述べる。 

生活習慣病とは、生活習慣が発症原因に深く関与していると考えられる疾患のこと

であるが、身体活動がその予防に効果的であることが多くの疾患に対して明らかにさ

れている。研究の一例を表 2-1 にまとめた。 

 

表 2-1 身体活動と生活習慣病に関する研究事例 

対象の疾患 研究対象 結果 

糖尿病 

[24] 

40～84 歳の男性医師約 21000 人 

5 年間経過観察 

ほとんど運動しない人に対する、

少なくとも週1回運動する人の相

対危険度が 0.70 

高血圧症 

[25] 

大学卒業生男子約 15000 人（卒業後） 

6 年間または 10 年間経過観察 

身体活動量 2000kcal 未満の者の

週 2000kcal 以上に対する相対危

険度は 1.3 

冠動脈疾患 

[26] 

男性事務職員約 18000 人 

約 8 年間の経過観察 

強い運動をしない者の強い運動

をする者に対する相対危険度は

2.2 

 

認知症予防に関しても、運動は効果があるとする研究が多数存在する。約 1700 人

の 65 歳以上高齢者を対象として運動頻度に着目した研究[27]、約 500 人の 75 歳以上

高齢者を対象に娯楽活動に着目した研究[28]があり、そのいずれも運動が認知症予防

に有意であると結論付けている。 

また、認知症の治療方法は、薬物療法と非薬物療法に分けられるが、運動による治

療法は後者に属する。認知症予防に関しては多くの研究が運動の有用性を示してきた

一方で、「認知症疾患治療ガイドライン 2010」[29]によると、治療・症状改善に関し

ては、エビデンスが不十分であるというのが現状である。 
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 行政評価 2.5

2.5.1 行政評価全体の現状 

我が国における公共部門の評価に関する用語としては、政策評価と行政評価がよく

用いられる。政策評価とは主に国が実施する評価活動を指すほか、総務省が中心となっ

て取り組んでいる政策-施策-事務事業という政策体系における政策レベルの評価を指

す場合もある。一方で、行政評価とは、自治体が実施する評価を特に指す場合が多い。

本研究は自治体の施策評価手法の提案を目的の一つとしている。したがって、ここで

は行政評価の現状を中心に述べる。 

我が国では、1996 年に三重県が開始した「事務事業評価システム」を皮切りに、地

方自治体が行政評価に本格的に取り組むようになってきている。2014 年時点での地方

公共団体における行政評価の取り組み状況を表 2-2 に示す。これによると、全都道府

県、ほぼすべての政令指定都市、中核市、全特例市において行政評価が導入されてい

るのに対し、市では 8 割、町や村では約 35%にとどまる結果となっている。町村の導

入割合が低い原因の一つとして、人材や資源の制約が考えられる。 

 

表 2-2 地方公共団体における行政評価の取組状況(2014 年度)[30] 

 

 

次に、自治体の取り組む行政評価の特徴をいくつか挙げる[31]。第一に、事務事業

評価が行政評価の主な対象であることが挙げられる。これは三重県の取り組みの影響

によるものであると考えられる。ただし、最近では、事務事業の上位にあたる施策、

さらに上位の政策を評価の対象に追加する自治体も出てきている。第二に挙げられる

のは、行政評価と予算制度が関連付けられているケースが極めて多いことである。こ

れは、1990 年代以降の財政悪化が背景として考えられる。第三に、一律の評価シート

を用いて当事者が評価するケースが多いという点も特徴的である。 
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例えば移動支援事業として予算を得た場合、コストや実際に移動支援を行った回数、

受益者負担等の公平性などが評価の対象として扱われる[32][33]。しかし、今回の医

療費への効果のような、予算と直接の関係がないと考えられるものに関する評価、特

に定量的な評価は、前述の性質上、行われる例が少ないというのが現状である。 

 

2.5.2 交通施策の評価 

ここでは特に交通施策の評価について述べる。評価の体系を構成する要素としては、

一般的に、①評価主体、②評価項目、③評価基準が存在する[34]。 

交通事業における評価主体としては、事業者、利用者、周辺住民などが考えられる。 

事業者が主体となる評価としては、人キロ当たりの費用をはじめとした採算性に関

する評価が多く行われている。他にも、経済環境の変化に対する弾力性などが事業を

進める際に検討すべき評価指標となる。これらの評価指標は、事業を円滑に進めてい

く際には有効ではあるが、赤字を前提とした運行がなされることが多い自治体主導の

コミュニティバスの評価に適しているとは言い難い。 

一方で、利用者が主体となる評価指標としては、迅速性、安全性、確実性や総合的

な利便性などが挙げられる。国土交通省中部運輸局では、自治体の運行するコミュニ

ティバスについて、事業評価のガイドラインを策定している[35]。用いられる指標と

しては、利用者数（率）、収支率といったものの他、認知率、バス停カバー率、高齢者

の外出回数の増加率、サービス満足度、二酸化炭素削減量などが挙げられている。費

用効率面など、定量的な評価が容易なものだけでなく、サービス満足度といった定量

的評価が困難なものも含まれている。自治体は自身の交通施策を評価する際は、これ

らの指標について評価することが推奨されている。 

他にも、森山ら[36]は過疎地域における公共交通サービスについて、QoL（生活の

質）、CS（顧客満足度）などを用いた評価手法を提案している。赤字運行が前提とな

る過疎地域の運行では、採算性の検討の他、サービス水準の検討も必要であると考え

られる。 
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 東京大学オンデマンド交通システム 2.6

ここでは、それまでの一般的なデマンド交通について述べた後、東京大学で開発し

たオンデマンド交通システム及びその利用実態について述べる。 

 

2.6.1 従来のデマンド交通 

デマンド交通と路線バスの違いについては 1.1.3.2 に述べた。ここでは従来のデマ

ンド交通の種類について述べた後、問題点について説明する。 

デマンド交通の種類としては、大きく以下の 3 つのタイプがある[37]。 

 

 あらかじめ決められた路線に幅を持たせ、デマンドに応じてその幅内で寄り

道をして運行する「寄り道タイプ」 

 観光地や公共施設、商業施設など利用の可能性の高い場所に停留候補地を設

け、その候補地における需要を処理するよう経路を決める「セミデマンドタ

イプ」 

 街中のあらゆる場所を停留候補地として設定し、需要を受け付けることがで

きる「フルデマンドタイプ」 

 

利用者の利便性の観点からすると、「フルデマンドタイプ」が最も利便性がいいもの

となっている。 

しかしながら、従来のデマンド交通は、特に「フルデマンドタイプ」の運行を実現

しようとした場合、オペレータの負担が膨大になるという問題点を抱えていた。具体

的には、予約の受付、経路計算、運行指示などを短時間で行う必要があり、高いサー

ビス水準を提供することは困難であった。そのため、時間の指定が必要な利用、例え

ば駅や病院への移動にはほとんど対応できず、移動支援の手段としては課題も残るも

のであった。 
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2.6.2 東京大学オンデマンド交通システム 

坪内ら[38]は、前述のような問題を解決した新しいオンデマンド交通システムを開

発した。そのシステム概要図を図 2-1 に示す。本システムは、あらかじめ設定された

乗降所間を運行する「セミデマンドタイプ」でありながらも、運行区域内に乗降所を

自由に設定できるようにしたことによって、「フルデマンドタイプ」と同様のサービス

の提供が可能となっている。 

本システムの主な特長は以下である。 

 計算機を用いた予約受付、経路生成、運行指示の自動化によるオペレータの負

担の大幅な軽減 

 独自の経路生成アルゴリズムによる利用者の指定した時刻通りの運行の実現 

 運行データの蓄積とその利活用 

 

利用の流れは以下のようになる。 

 

1. 利用者は予約用 WEB サイトから乗車場所、降車場所、乗車（降車）希望時

刻を入力する。高齢者等、WEB の利用が難しい場合は、電話によってオペ

レータが入力を代行する。 

2. 入力された予約は計算システムに送られ、経路の計算が行われる。この際、

計算システムは「それまでの予約に対し、約束した出発・到着時刻を守る」

という制約のもとで経路の探索を行う。 

3. 探索後、候補となる乗車時刻が利用者の元に送られ、利用者はその中から希

望を選択する。 

4. 選択された希望に基づいた経路が運行車両に伝達され、利用者は指定された

時刻に指定された車両に乗車する。 
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図 2-1 東京大学オンデマンド交通システム概要図[38] 
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2.6.3 オンデマンド交通の利用実態とその効果 

東京大学オンデマンド交通システム（以下、オンデマンド交通）は 2008 年より Web

サイトで告知を開始後、関東から西日本にかけてすでに 40 以上の自治体、地域で実

証実験が行われてきた。その実績を図 2-2 に示す。黒字の自治体は実証実験を継続ま

たは本格的な運行に切り替えた自治体、地域となっている。 

 

 

図 2-2 東京大学オンデマンド交通システムの導入実績 

 

このように交通弱者の足として多くの自治体で活躍する一方で、オンデマンド交通

は地域コミュニティの活性化にも貢献している[39]。三重県玉城町において、「近い時

刻に同じ目的地へオンデマンド交通を利用した利用者」を結んだ図を図 2-3 に示す。

遠方の利用者同士がオンデマンド交通によりつながった様子が見て取れる。 

高齢者の社会参加や運動機会の促進は、認知症に効果がある[28]ことが知られてお

り、各地で介護予防教室が開催されている。三重県玉城町における介護予防教室参加

者数を図 2-4 に示す。オンデマンド交通導入後は導入前の 2 倍以上に増加しており、

認知症やその他疾患の予防が期待される。 

・千葉県 柏市（沼南地区）
・千葉県 山武市
・千葉県 佐倉市
･千葉県 成田市
･千葉県 君津市
・千葉県 東金市
・千葉県 柏市北部
・千葉県 柏市南部
・千葉県 船橋市

・新潟県 三条市

・埼玉県 鶴ヶ島S診療
所
・埼玉県 鳩山町
・埼玉県 北本市
・埼玉県 寄居町

・長野県 生坂村
・長野県 茅野市

・兵庫県 豊岡市
・兵庫県 明石市
・兵庫県 川西市

・大阪府 堺市
・大阪府 大阪市

・滋賀県 守山市

・東京都 千代田区
・東京都 港区

・長崎県 雲仙市

・三重県 玉城町

・山梨県 甲州市
・山梨県 北杜市

・高知県 香南市

・茨城県 かすみがうら市
･茨城県 阿見町
・茨城県 常総市
・茨城県 つくばみらい市

・愛媛県 伊予市

・奈良県 三郷町
・奈良県 香芝市

・福岡県 飯塚市

・福井県 高浜町

・栃木県 下野市

・沖縄県 那覇市病院

・神奈川県 中井町
・神奈川県 茅ケ崎市

・岐阜県 養老町

・宮崎県 川南町

・愛知県 ２地域

黒字：実証運行また実運行を継続している地域
青字：実証運行を行ったことがある地域
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図 2-3 三重県玉城町における利用者同士のつながりの推移[39] 

 

 

図 2-4 三重県玉城町における介護予防教室参加者数の推移 
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 本研究の位置づけ 2.7

2.7.1 公共交通導入による医療費削減効果の検証について 

交通利用に関する研究については、利用状況の収集の費用・手間という点から、ア

ンケートを用いた主観的なものを除き、追跡調査は困難であり少数にとどまっている。

先述のようにレセプトや交通の利用履歴を用いることで、客観的な追跡調査が可能と

なる。本研究で行う検証は、公共交通の利用履歴、診療内容・医療報酬の明細が記録

された医療レセプトを紐づけたものであり、追跡調査としての新規性を持つ。 

 

2.7.2 医療費を考慮した交通施策の評価について 

コミュニティバス等の交通施策について、QoL 等を用いた評価は行われているが、

健康との関連性の検証やその効果を評価に取り入れたものは少ない。 

交通施策については、所要時間の短縮効果等を一般化費用を用いて貨幣換算して評

価するケースがある[40]。本研究における交通施策の評価では、高齢者の医療費の推

移を用いるが、これは交通施策導入による高齢者の健康維持・促進効果を貨幣換算し

て、交通施策の評価に組み込んだものと考えることができる。 

また、現状で広く行われている行政評価の多くは、予算と関連した項目を一律の評

価シートに基づいて行うものとなっている上、定性的な評価項目が多い[31]。これに

対し、本研究で行う評価は、交通と医療費という予算上関連の薄い分野を紐づけた定

量的な評価を行うものとなっている。 

 

2.7.3 本研究の新規性 

本研究の新規性を以下にまとめる。 

 公共交通利用履歴と医療レセプトを紐づけた追跡調査 

 交通・医療という予算上関連の薄い分野を関連させた定量的な行政評価 
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第3章 提案手法 
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 公共交通導入による医療費削減効果の検証手法 3.1

3.1.1 本研究で仮定する削減フローと手法の概要 

本研究で仮定する医療費削減フローを図 3-1 に示す。具体的には以下のフローで削

減が行われると仮定している。 

1. 対象とする公共交通の利用によって、社会参加の促進（具体的には、公共施設

の利用促進、コミュニティへの参加、通院の障壁の低減など）がもたらされる。 

2. 社会参加の促進により、健康の促進や生活の質（QoL）の向上につながる。 

3. 健康の促進や QoL の向上によって、医療費削減に至る。 

このフローのうち、2.に関しては既存研究が多く存在するため、また、3.について

は自明であるため、本研究における検証の対象外とする。 

 

 

図 3-1 本研究で仮定する医療費削減フロー 

 

本研究で検証・検討する内容は以下の 2 点となる。各々の位置づけは図 3-1 に示し

た。 

A) 公共交通利用と社会参加の関係に関するアンケート調査 

B) 対象の公共交通利用と医療費の相関の検証 

以下ではそれぞれについて詳しく述べる。 

  

対象の公共交通
利用

医療費削減

施設の利用

コミュニティ参加

通院の障壁
低減

間接的効果

既存研究

健康促進
QoL向上

効果

対象自治体

効果
A.アンケート調査

B.相関の検証



 

 

 

提案手法 

26 

3.1.2 公共交通利用と社会参加の関係に関するアンケート調査 

アンケート調査の目的は、公共交通の利用が社会参加に対し重要な役割を担ってい

るかを検証することである。したがって、アンケート調査の対象者は実際に公共交通

を利用している人に限定される。 

内容としては、表 3-1 に示したものとなる。利用者の基本的な属性を把握した上で、

健康教室や運動系のクラブなど、自治体内での活動への参加の有無とそれに対する公

共交通の貢献度を調査する。また、外出機会や友人の数についても、対象の公共交通

の利用前後でどのように変化したかを調査する。 

 

表 3-1 アンケート内容 

 

 

  

アンケート項目
性別・年齢
運転免許の有無
自治体内の各種活動と対象の公共交通の関係
友人の人数の変化
主観的健康度とその変化
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3.1.3 対象の公共交通利用と医療費の相関の検証 

後期高齢者医療制度医療レセプト（以下、レセプト）、公共交通利用履歴を用いて検

証を行う。ここで行う検証手法の概要を図 3-2 に示す。 

対象の公共交通の利用者・非利用者間の医療費の変化の差異をレセプトを用いて検

証する。具体的には、対象の公共交通の利用履歴とレセプトを紐づけることで、対象

の公共交通利用者の医療レセプトを取り出し、統計的手法を用いて非利用者との比較

を行う。 

 

 

図 3-2 検証内容と用いるデータ 

 

以下では、検証に用いるデータについて述べたのち、検証手法を説明する。 
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利用と医療費の相関を

比較により検証
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 用いるデータ 3.1.3.1

検証には後期高齢者医療制度レセプトデータと対象の公共交通の利用履歴を用いる。 

 

① 後期高齢者医療制度レセプトデータ 

各自治体では、被保険者が受診した医療行為 1 件につき 1 件、受診年月、受診

した医療機関、費用額、受診時の病名等がレセプトデータとして記録されている。

高齢者は合併症を発症しやすいため、医療行為に関係する病名は 1 つに決まらな

いことが多い。そのため、病名はその治療費に応じて複数記録されている。なお、

病名は詳細な疾患が記される場合もあるが、分類コードを見ることで機械的に処

理ができるようになっている。 

本手法で必要となるレセプトのデータ項目は以下である。 

 被保険者の個人番号（またはそれに代わる ID） 

 被保険者の生年月日、居住地の郵便番号 

 受診年月 

 入院・外来を示すフラグ 

 費用 

また、受診時の疾患名等が記録されていると考察の際に有用である。 

 

② 対象の公共交通の利用履歴 

利用履歴としては以下の情報が必要である。 

 利用者の ID（またはそれにあたるもの） 

 出発地、目的地 

 移動した年月日及び時刻 
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 検証の手法 3.1.3.2

(ア) 一人当たり医療費の増減の検証 

対象の交通の利用者群と非利用者群について、個人の医療費の推移に差があるかを

検証する。概要を図 3-3 に示す。 

 

 

図 3-3 一人当たり医療費の増減の検証手法 

 

曝露因子である「公共交通利用の有無」に関連する交絡因子として考えられるのは、

年齢、性別、健康状態等様々あるが、居住地もその一つと考えられる。居住地は、市

の中心部までの距離や公共交通のダイヤ、付近にどのような施設がいくつあるか等、

公共交通利用に影響を与えうる非常に多くの特性を持つ。これらをすべて交絡因子と

して共分散分析や傾向スコア法などを用いて打ち消すのは困難であると考えられる。 

そこで本検証では、2.3.1 に示した手法のうち、交絡因子を取り除く手法としてマッ

チングを採用する。具体的には、表 3-2 に示す属性を用いて、ある利用者一人に対し、

利用・非利用の差のみが存在すると考えられる非利用者を一人マッチングさせた上で、

比較を行う。なお、条件を満たす非利用者が複数存在する場合は、ランダムに一人を

取り出すこととする。居住地の一致をマッチングの条件に含めることにより、居住地

の違いが公共交通利用に与える影響を一挙に除去することができる。なお、推移の比

較のため、本手法の対象者は対象とする期間中に継続して被保険者となっている者と

する。 

利用者群

・
・
・

・
・
・

非利用者群

利用者・非利用者のマッチング 医療費の分布を比較

両郡の差の検定（t検定）

年齢
性別
医療費
居住地
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表 3-2 マッチングに用いる属性 

 

 

利用者群、非利用者群の差の有意性に関しては、t 検定を行うことで検証する。具

体的には次のように行う。 

 

1. 検定統計量𝑡を式(3.1)で求める。 

𝑡 =
𝑥̅ − 𝑦̅

√𝑠𝑥
2

𝑚
+

𝑠𝑦
2

𝑛

 
(3.1) 

 ただし、𝑥̅、𝑦̅、𝑚、𝑛はそれぞれ、利用者群、非利用者群の平均医療費（円/人）、利

用者群の人数、非利用者群の人数を表す。また、𝑠𝑥
2、𝑠𝑦

2は利用者群、非利用者群の

医療費の分散を表す。 

 

2. 𝑡は自由度𝜈∗の t 分布に従うため、これを用いて p 値の計算を行う。ただし、𝜈∗は

式(3.2)で与えられる𝜈にもっとも近い整数である。 

𝜈 =

(
𝑠𝑥

2

𝑚 +
𝑠𝑦

2

𝑛 )

2

(
𝑠𝑥

2

𝑚 )
2

𝑚 − 1 +

(
𝑠𝑦

2

𝑛 )

2

𝑛 − 1

 

(3.2) 

 

3. p 値と有意水準の比較を行うことで、利用者群、非利用者群の差の有意性を検

定する。 

  

属性 条件 備考

年齢 ±1歳
性別 一致
居住している字(あざ) 一致 地域間の差異を打ち消すために用いる

2009-2010年度の医療費の平均 ±10%
オンデマンド交通導入以前・直後の
健康状態を示す指標として用いる
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(イ) 一件当たり医療費の増減の検証 

対象の公共交通利用者・非利用者全体について、レセプト一件当たりの医療費が減

少していることを検証する。本検証では傾向推定を行うが、その際、レセプトデータ

を 1 か月ごとに集計したものを用いる。 

 

 医療費の増加・減少の判定について 

レセプト一件当たりの医療費に対し、基準とする月から𝑥ヶ月後の値を 𝑦として

直線回帰式𝑦 = 𝑎𝑥 + 𝑏を求める。ここで求めた𝑎が正ならば増加、負ならば減少と

して判定する。 

 

 検定方法 

推定に用いた標本𝑦の母集団𝑌が、𝑥の関数として、𝜇 = 𝛼𝑥 + 𝛽を母平均、𝑥によ

らない𝜎2を母分散とする正規分布に従うと仮定する。このとき、直線回帰式の係

数𝑎は、平均𝛼、分散𝜎2/𝑆𝑥𝑥の正規分布に従う。𝑆𝑥𝑥は偏差平方和を表す。 

この時、𝑎を偏差平方和𝑆𝑥𝑥、標準誤差sで調整した𝑇𝑎は自由度𝑛 − 2の t 分布に

従う。具体的には式(3.3)で計算される。 

𝑇𝑎 =
(𝑎 − 𝛼)√𝑆𝑥𝑥

𝑠
 

(3.3) 

このことを用いて、以下の帰無仮説、対立仮説を設定し、検定を行う。 

帰無仮説 𝐻0：𝑎 = 0  

対立仮説 𝐻1：𝑎 ≠ 0  

𝐻1が採択された場合、医療費について有意な増加または減少が起きていると判

定する。 
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 医療費の増減を考慮した交通施策評価手法 3.2

本研究では、交通施策を実施する自治体の経済的観点から評価を行う。評価する項

目を表 3-3 に示す。医療費削減効果、総費用の観点から交通施策の評価を行う。 

 

表 3-3 評価項目 

 

 

以上を踏まえた評価手法の概要を図 3-4 に示す。図中の「公共交通に対する交通施

策の実施から後期高齢者の医療費の増減が生じるまでのフロー」については、3.1 に

示した手法により既に示されたものとして評価が行われる。具体的には、交通施策の

実施の後、まず自治体のアクセシビリティが向上する。これにより公共交通の利用、

外出機会の増加が促され、最終的に健康維持、後期高齢者の医療費へ影響を与えると

いうフローである。 

これに対し、交通施策の実施に要するコストを加味して評価を行う。 

 

 

図 3-4 評価手法の概要 

  

主体 評価項目 評価方法

医療費削減効果 前章で述べた検証で得た値から計算
総費用 実際の費用または推計値を用いる

運営主体
（自治体）

医療費削減額
の計算

総費用の計算

評価

交通施策

運営コスト

公共交通
導入・運行・再編

後期高齢者
医療費

アクセシビリティ
向上

公共交通
利用

外出機会増加

健康維持

3.1の手法で
示されるフロー
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交通施策の評価指標𝑉𝑎𝑙𝑢𝑒を式(3.4)で定める。ここに、𝑅𝑀𝐶（Reduction of Medical 

Cost）は推定される高齢者の医療費削減額、𝐶𝑜𝑠𝑡は交通施策の費用を指す。 

𝑉𝑎𝑙𝑢𝑒 = 𝑅𝑀𝐶 − 𝐶𝑜𝑠𝑡 (3.4) 

𝑅𝑀𝐶、𝐶𝑜𝑠𝑡の算出方法については以下で述べる。 

 

3.2.1 医療費削減額𝑹𝑴𝑪の推定 

医療費削減額𝑅𝑀𝐶の推定は、対象の交通施策実施によって生じる一人当たり𝑅𝑀𝐶の

推定、交通施策実施による医療費削減効果を受ける高齢者の人数𝑁の推定の後、式(3.5)

によって行われる。 

𝑅𝑀𝐶 = (一人当たり𝑅𝑀𝐶) ∙ 𝑁 (3.5) 

一人当たり𝑅𝑀𝐶の推定に関しては、3.1.3.2 に示したマッチング法を用いる。例えば、

公共交通導入による医療費削減効果を考える場合は、利用者群と非利用者群の医療費

の平均額を比較して、一人当たりの医療費の削減額を推定する。 

𝑁の推定に関しては、対象の交通施策がカバーする高齢者に対し、医療費削減効果

が及ぶと仮定する。具体的には式(3.6)によって定める。 

 

𝑁 = {
(利用者数)

(乗降所の半径 200m以内に在住する高齢者数)
 

(把握・推定が可能な場合) 

(上の場合以外) 
(3.6) 

 

利用者数について、把握または推定が可能な場合については利用者数、そうでない

場合は、対象の交通施策における乗降所の半径 200m 以内に在住する高齢者の人数を

𝑁として用いる。 

 

3.2.2 総費用𝑪𝒐𝒔𝒕の算出 

総費用𝐶𝑜𝑠𝑡としては基本的に、運営に要するコストの合計値を用いる。ただし、他

の交通施策と比較検討する際には、その差に当たる部分のみを用いて評価を行うこと

が可能である。 
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 倫理的配慮 3.3

本研究で扱う後期高齢者医療制度レセプトデータおよび公共交通利用履歴に関して

は、公知の情報と照らし合わせたとしても個人が特定できないようにする必要がある。

また、そのような工夫を施したとしても、極めて稀な傷病に罹患し特定の医療機関に

入院していることが公知となっている場合などには、個人情報に当たることになる。 

以降の章では、三重県玉城町に関するケーススタディを行うが、それに用いたデー

タに関しては、三重県玉城町役場および玉城町社会福祉協議会の了承を得た上で提供

を受けている。また、提供を受ける際、個人が特定されることを防ぐため、レセプト

データに関しては、被保険者番号および個人番号を削除し、新たにランダムな ID（代

替 ID）を与えている。紐づけ時には、レセプトの代替 ID と公共交通利用履歴の利用

者番号の対応表を町役場職員が作成し、その提供を受けている。また、データ管理、

分析については、外部からのアクセスが遮断された環境で行っている。 
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第4章 ケーススタディ対象地域の選定 
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 対象の設定 4.1

4.1.1 交通機関について 

3.1.3 に示したように、本研究では公共交通の利用履歴データが必要となる。そこで

本ケーススタディでは、利用者の利用履歴がすべて記録されているオンデマンド交通

システムを導入している自治体を対象とする。 

 

4.1.2 対象とするオンデマンド交通導入自治体の選定 

多数の自治体で導入されているオンデマンド交通であるが、本ケーススタディでは

運行期間が長く、多くの利用のあった自治体を対象として選定する。導入 3 年目の時

点での、高齢者人口に対する最大日需要量の関係を図 4-1 に示す。 

導入から 3 年以上が経過した自治体は 5 つである。とりわけ三重県玉城町は、最大

の日需要量が 290 件、平均の日需要量でも 70 件以上となっており、非常に利用の盛

んな自治体となっている。オンデマンド交通導入による医療費削減効果の検証にあた

り、本研究では三重県玉城町を対象として検証を行う。なお、多くの自治体でオンデ

マンド交通は有償運行されている中、玉城町では無償で運行されている。 

 

 

図 4-1 高齢者人口と最大日需要量の関係（導入 3 年目時点） 
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4.1.3 対象期間の設定 

後期高齢者医療制度は、平成 20 年度（2008 年）より施行された制度である。した

がって、レセプトデータは 2008 年度以降のものしか存在しない。 

また、我が国では診療報酬改定が 2 年に 1 度行われている。2008 年度改定時に、

後期高齢者向けに新たに診療報酬点数 17 項目が設定された。しかしながら、高齢者

をはじめとした国民の理解が得られず、これらの新項目は 2009 年度より廃止となっ

ている。2009 年以降に関しては大きな制度変更はなく、報酬額に関しても全体改定率

で見て、2010年度にはプラス0.19％、2012年度にはプラス0.04％と非常に小さくなっ

ている。これらの状況を踏まえ、2009 年度から 2013 年度までに関しては、診療報酬

改定による受診行動への影響はほとんどないと考え、本研究を進める。 

一方、オンデマンド交通導入について、三重県玉城町では、2009 年 11 月より実証

実験を 1 台の車両で開始し、2010 年 4 月より年齢制限の撤廃、台数を 2 台に増やし

た本格運行へと移行している。導入台数、後述する登録者数・利用件数の規模（図 4-10、

図 4-11）から考えて、2009 年度の運行は医療費に対して大きな影響を持つとは考え

にくい。そこで、本研究では 2009 年度以前を「導入前」ととらえることとした。 

以上、後期高齢者医療制度の制度上の観点、三重県玉城町オンデマンド交通の運行

時期の観点から、本研究の対象期間は、2009 年度から 2013 年度とする。 

 

4.1.4 対象となる交通施策 

以上より、ケーススタディの対象となる交通施策は、「三重県玉城町におけるオンデ

マンド交通の無償運行」とし、対象期間 2009 年度から 2013 年度について検証および

評価を行う。 
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 三重県玉城町 4.2

4.2.1 地理的特性 

三重県玉城町の概況[41]について、図 4-2 に示す。三重県中央、やや西よりに位置

する。度会郡に属し、伊勢市、多気郡多気町、明和町、度会郡度会町と隣接している。 

 

 

図 4-2 三重県玉城町 

 

玉城町の土地利用の様子を図 4-3 に示す。山地となっている伊勢自動車道以南を除

き、比較的なだらかである。土地利用の様子からもわかるように、町の産業の中心は

農業となっている。住宅は田丸駅周辺に多く見られる一方で、周辺にも散在している。

また町南西部に温泉施設を有することも特徴である。 

0 2 41
キロメートル

※赤点はオンデマンド交通乗降所

三重県玉城町(2014)

面積 40.94km²

人口 15,741 人

人口密度 384.5 人/km²

高齢化率 21.9%
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図 4-3 玉城町の土地利用 

 

玉城町の人口分布を図 4-4 に示す。 

図 4-4 の上図は総人口の分布を示している。図 4-3 に示した建物用地とほぼ同様の

分布をしており、中心部だけでなく、周辺部にも住民が分布していることが分かる。

中心やや西部からやや南部にかけて、人口が集中している地域が存在している。 

図 4-4 の下図は高齢者人口の分布を示している。こちらも総人口と同様、中心部だ

けでなく周辺部にも高齢者が居住している。特徴的なのは、町西部に集中している地

区が見られることである。 

玉城町の年齢階級別の人口推移を図 4-5 に示す。総人口は微増となっており、高齢

者数もそれに応じて増加傾向にある。また、高齢化率は増加傾向にある。 
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図 4-4 玉城町の人口分布 
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図 4-5 玉城町年齢階級別人口推移 
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4.2.2 玉城町における後期高齢者医療制度の概況 

玉城町の後期高齢者医療制度の被保険者数の推移を図 4-6 に示す。85 歳から 89 歳

の階級で被保険者数が大きく伸びていることが分かる。 

 

 

図 4-6 玉城町後期高齢者医療制度被保険者数の推移 

 

なお、オンデマンド交通利用者と非利用者の医療費の推移の比較を行う際の対象者、

すなわち2009年度から2013年度まで継続して被保険者となっている人の数は表 4-1

のようになっている。 

 

表 4-1 対象者の人数 
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レセプトの件数については表 4-2 のようになっている。いずれの年度も件数として

は外来が大半を占めている。 

 

表 4-2 レセプト件数（玉城町後期高齢者医療制度） 

 

 

年齢階級別一人当たりの医療費の推移を図 4-7 に示す。ここでは、入院と外来の合

計の推移について示している。75 歳から 89 歳の年齢層にかけては、5 年間で概ね減

少する傾向が見られる。医療費の将来推計に厚生労働省が用いている一人当たり医療

費の伸び率は年 1.5％であることを考慮すると、玉城町においてはいずれの年齢層も

医療費が抑制されていると言える。 

 

 

図 4-7 玉城町後期高齢者医療制度一人当たり医療費（外来＋入院） 
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4.2.3 玉城町におけるオンデマンド交通 

 オンデマンド交通導入に至った経緯 4.2.3.1

玉城町では 1997 年より、町内を循環する「福祉バス」と呼ばれるコミュニティバ

スが運行されていた。その経路を図 4-8 に示す。運行は町北部の有田方面、西部の外

城田方面、東部の田丸下外城田方面の 3 つの路線に分けて行われていた。本数はそれ

ぞれ有田方面が一日 2 本、外城田方面が一日 8 本、田丸・下外城田方面が一日 7 本と

なっていた。車両数は 2 台、バス停数は 53 か所で、運行時間帯は午前 8 時から午後 5

時半までとなっていた。町営の温泉施設の休業日に合わせ、水曜日が運休日となって

いた。 

 

 

図 4-8 オンデマンド交通導入以前の福祉バス 

 

上記の形態で運行されていた玉城町コミュニティバスであったが、利用者数の伸び

悩み等の課題を抱えていた。そこで、より高効率、合理的とされるオンデマンド交通

への切り替えを 2009 年 11 月より始め、2011 年 1 月に玉城町コミュニティバスは廃

止となった。 
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 玉城町での運行形態 4.2.3.2

先に述べた経緯により、玉城町ではフルデマンドタイプの導入・運行が行われてい

る。概要を図 4-9 に示す。10 人乗りのワゴン車（運転手を除き、乗客定員 9 名）を

平日は 3台、需要に合わせて水曜日のみ 2台、土日は 1台体制で運行がなされている。 

運行時間帯は午前 9 時～午後 5 時まで、年末年始を除き毎日運行となっている。乗

降所は公民館、ゴミ集積所等あらかじめ町が決めたものを使用し、利用者が自宅とし

て用いる乗降所は、その中から選択して登録することとなる。高齢者に歩行の機会を

与えるという目的もあり、自宅前に乗降所を設定することはしていない。 

 

 

図 4-9 玉城町オンデマンド交通 
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 玉城町での運行実績 4.2.3.3

玉城町の年齢階級別登録者数を図 4-10 に、利用件数の推移を図 4-11 に示す。2013

年時点での登録者の半数以上が 75 歳以上となっている。また、利用件数としては、

前述のように、年間約 25,000 件（一か月当たり約 2,000 件）の利用となっており、

その 70%以上が 75 歳以上の後期高齢者となっている。 

 

 

図 4-10 玉城町年齢階級別登録者数の推移 

 

 

図 4-11 ログデータの件数（玉城町オンデマンド交通） 
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オンデマンド交通の利用頻度別の集計結果を図 4-12 に示す。玉城町では実際にオ

ンデマンド交通を利用したことがある人が約 860 名、うち 2 回以上利用した人が約

730 名いる。もっとも人数が多いのは、「月に数日」利用する利用者であり、「月に数

日」以上利用する人は全体の約 4 割に上る。 

 

 

図 4-12 利用頻度の集計 

 

オンデマンド交通システムは、乗降所をカテゴリに分けて登録している。カテゴリ

別の乗降所利用割合を図 4-13 に示す。ただし、図 4-13 では自宅として登録された乗

降所は除いてある。町役場、保健福祉会館などが登録されている公共施設への利用が

4 割近くと最も多い。次いで、町営の温泉施設が登録されているレジャー・スポーツ

施設、病院・医療施設への移動が 1 割強を占める結果となっている。この利用割合は、

玉城町におけるオンデマンド交通の利用の特徴となっている。 
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図 4-13 カテゴリ別乗降所利用割合（自宅乗降所を除く） 
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2014 年 3 月時点でのオンデマンド交通利用者と後期高齢者医療制度被保険者数に

ついて、図 4-14 に示す。80 歳から 89 歳にかけては、被保険者の 3 分の１がオンデ

マンド交通を一度でも利用した人となっている。全体としては被保険者の 30%がオン

デマンド交通の利用者である。 

 

 

図 4-14 後期高齢者医療制度被保険者数とオンデマンド交通利用者数 

（2014 年 3 月時点） 
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交通へ移行することとした。2012 年度より開始した送迎用交通は年間約 1,600 名

（2013 年度実績）の輸送を行っている[42]。図 4-11 において、2011 年度以降利用数
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4.2.4 玉城町における高齢者向けイベント 

玉城町内で実施されている高齢者向けイベントの例として、以下のようなものがあ

る。 

●健康活動 

…介護予防教室、体操教室など 

●運動系活動 

…カラオケ会、カローリング、歩こう会、体操教室、ゲートボールなど 

●文化系活動 

…語り部会、研究部会、囲碁・将棋・公民館講座など 

 

主な実施場所は保健福祉会館、中央公民館、体育センターなどとなっており、位置

としては図 4-15 のようになっている。玉城町ではこうしたイベントへの参加にオン

デマンド交通がよく用いられている。 

 

 

図 4-15 玉城町高齢者イベント実施場所 
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 玉城町のレセプトおよび公共交通利用履歴 4.3

4.3.1 後期高齢者医療制度レセプトデータ 

玉城町で管理している後期高齢者医療制度のレセプトデータ（以下、レセプトデー

タ）の項目を表 4-3 に示す。病名に関しては、玉城町では 5 つ記録されている。 

 

表 4-3 レセプトデータの項目 

 

 

なお、玉城町より提供を受ける際は、後述のように、個人番号、被保険者番号をラ

ンダムな ID（代替 ID）に置き換えている。 

  

年月 被保険者 医療機関 入外区分 費用等 病名（５つ）
審査年 被保険者番号 医療機関番号 入外区分 件数 病名
審査月 個人番号 医療機関短縮名 日数 大分類コード
受診年 受診時年齢 医療機関住所 費用額 中分類コード
受診月 性別名 区分名 給付割合 ICD10コード

生年月日 診療科 診療開始日
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4.3.2 オンデマンド交通ログデータ 

オンデマンド交通の利用履歴が記録されているログデータ（以下、ログデータ）の

データベース構造を図 4-16 に示す。データベースは、予約情報データベースを中心

に、乗降所情報データベース、利用者情報データベース、バス情報データベースから

なっている。これらのデータベースを連携することで、例えば、利用頻度の多い利用

者はどういった属性を持つか、利用の多い乗降所カテゴリはどれかなどの分析を行う

ことが可能である。 

 

 

図 4-16 オンデマンド交通ログデータのデータベース構造[38] 

 

4.3.3 レセプトデータとログデータの紐づけについて 

表 4-3 に示したレセプトデータの個人番号（代替 ID）、図 4-16 に示したログデー

タの個人番号を紐づける。 
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・年齢
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*は主キーを示す。
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第5章 玉城町における医療費削減効果の検
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 はじめに 5.1

ここでは、3.1 に示した検証手法を用いて、玉城町における公共交通（オンデマン

ド交通）導入による医療費削減効果の検証を行う。以下、玉城町におけるアンケート

調査の結果、オンデマンド交通利用と医療費削減の相関の検証の結果について述べる。 

 アンケート調査の結果 5.2

5.2.1 調査の概要 

先行研究[39]において、玉城町オンデマンド交通に関するアンケートはすでに実施

されている。ただし、質問事項が「友人と知り合ったきっかけ」「友人との外出先」等

交友関係に関するものが中心であることなどから、本手法で行うアンケートの主旨と

は若干異なる。また、対象者が「オンデマンド交通利用者のうち、利用履歴から推定

されたソーシャルネットワークに属する人」に限定されている点、それにより利用者

数 500 名に対し対象者が 70 名と少数に留まっていることなどから、回答者に偏りが

想定されたため、改めて調査を行った。 

アンケート調査は「2013 年 4 月 1 日から 2014 年 3 月 31 日の期間に一度でも玉城

町オンデマンド交通を利用した人」を対象に行った。その概要を表 5-1 に示す。対象

者 485 名に対し、郵送法でのアンケート調査を行った。回収率は 65％であった。な

お、アンケートの調査票は APPENDIX にまとめている。 

 

表 5-1 アンケート調査の概要（玉城町） 

 

 

以下では、アンケートの結果について述べるが、いずれも無回答は除いた上で集計

している。  

対象者数 485
回答者数 314
回収率 65%
方法 郵送法
調査期間 2014年10月23日から11月9日まで
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5.2.2 回答者の属性 

アンケート回答者の性別及び年齢を図 5-1 に示す。 

オンデマンド交通の主な利用者は高齢者であるため、本アンケートでも 70 代以上

が回答者の多くを占めている。特に 80 代については 149 名と回答者数の半数に迫る

数となった。また、女性の回答が 8 割強と非常に多くなっていた。 

 

 

図 5-1 アンケート回答者の性別及び年齢 

 

アンケート回答者のオンデマンド交通の利用頻度を図 5-2 に示す。ほとんど利用し

ない人も多く回答しており、週 5 日以上利用する人を除いて、比較的均等に分布して

いる。 

 

 

図 5-2 アンケート回答者のオンデマンド交通利用頻度 
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5.2.3 玉城町の各種活動とオンデマンド交通の関係 

玉城町の各種活動とオンデマンド交通の関係を図 5-3 に示す。ここでの「活動」と

は、介護予防教室といった健康に関する活動、ゲートボール等の運動系の活動、囲碁

や語り部会といった文化系の活動をさす。 

アンケートではまず、対象者全体に対し、「玉城町各種活動への参加の有無」を尋ね

た。結果、約 7 割が参加したことがあると答えた。 

次に参加したことがあると答えた人に対し、「オンデマンド交通での参加の有無」を

尋ねた。約 7 割にあたる 114 人がオンデマンド交通を使って参加した経験があると答

えた。 

さらに、オンデマンド交通での参加経験があると答えた人に対し、「参加に対するオ

ンデマンド交通の重要性」について尋ねた。参加にオンデマンド交通が必要と答えた

人は 5 割強、有った方が良いと答えた人は 9 割強に上った。活動への参加等、社会参

加にオンデマンド交通が重要な役割を持つことが示唆される結果となった。 

 

 

図 5-3 オンデマンド交通と玉城町内の活動の関係 
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5.2.4 免許の有無と他の質問との関係 

ここでは、交通弱者の支援を評価するという観点から、特に免許非保有者に注目し

て集計を行った。 

免許の有無とオンデマンド交通利用頻度の関係を図 5-4 に示す。月 1 回以上利用す

ると答えた人の割合について、免許がないと答えた群では約 72%、あると答えた群で

は約 36%と約 2 倍の違いがあった。 

 

 

図 5-4 免許の有無とオンデマンド交通利用頻度の関係 

 

免許の有無と玉城町内活動への参加の関係を図 5-5 に示す。 

「玉城町各種活動への参加の有無」を尋ねた結果としては、免許の有無にかかわり

なく約 7 割が参加したことがあると答えた。次に参加したことがあると答えた人に対

し尋ねた「オンデマンド交通での参加の有無」については、オンデマンド交通で参加

した人の割合は、免許保有者で約 5 割、非保有者では約 7 割となり、大きな違いが見

られた。さらに、オンデマンド交通での参加経験があると答えた人に対し、「参加に対

するオンデマンド交通の重要性」について尋ねた結果としては、参加に必要と答えた

人の割合は、免許非保有者群が保有者群の 2 倍と大きく違っていた。 

以上の結果から、特に免許を持たない人の移動手段・社会参加の手段として、オン

デマンド交通が活用されていることが示唆された。 
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図 5-5 免許の有無と玉城町内の活動の関係 
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5.2.5 友人の数の変化 

オンデマンド交通利用前後の友人の数の変化について、図 5-6 に示す。増えたと答

えた人は全年齢では約 4 割だった。特に 70 代、80 代が顕著で、70 代においては約 4

割、80 代においては約 5 割が増えたと回答していた。一方で、減ったと答えた人は全

年齢合計でも 4 人と非常に少なかった。 

また、自由記述式の回答で関連する内容の回答として、玉城町内の講座で友達がで

きた、オンデマンド交通の車内で知り合いができた、などオンデマンド交通が関連す

る内容の回答がいくつか見られた。 

以上の結果から、オンデマンド交通の導入は友人関係を豊かにする可能性が示唆さ

れた。なお、本結果は大和らの先行研究[39]と矛盾せず、より広い利用者について交

友関係が広がっている可能性を意味している。 

 

 

図 5-6 オンデマンド交通利用前後の友人の数の変化 
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5.2.6 回答者の主観的健康度 

回答者の主観的健康度に関する結果を図 5-7 に示す。回答者の約 7 割が非常に健康

または健康であると回答している。また、高齢にも関わらず、70 代では約 8 割、80

代でも約 6 割が非常に健康または健康であると回答している。 

 

 

図 5-7 回答者の主観的健康度 

 

次に、健康度の変化に関する結果を図 5-8 に示す。加齢の影響か、70 代で約 1 割、

80 代では約 2 割の人が体調が悪くなっていると答えている。一方で、70 代以上の年

齢階級に置いては、体調が良くなっていると答えた人数が悪くなったと答えた人数を

上回っていた。活動の参加や交友関係の広がりがその要因となっている可能性がある。 

 

 

図 5-8 回答者の健康度の変化 
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5.2.7 まとめ 

2013 年度オンデマンド交通利用者を対象としたアンケート調査より、以下のことが

明らかになった。 

 玉城町の各種活動において、オンデマンド交通を利用して参加した経験があ

る人が多い。それらの人の多くは参加に対しオンデマンド交通が重要である

という認識を持っている。また、その傾向は運転免許非保有者に顕著である。 

 友人の数は増えたと回答している人が多い。自由記述の内容からオンデマン

ド交通やその外出先が交友関係の広がりに寄与していることが示唆される。 

 主観的健康度については、半数以上が健康であると回答している。また高齢

者についても、健康状態が改善したと答えた人数が悪化したと答えた人数を

上回った。前述の結果と合わせて、活動への参加や交友関係の広がりが健康

状態に影響していることが示唆される。 
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 相関の検証 5.3

ここでは、医療レセプトのみを用いて、マッチングによる比較、トレンド分析を行っ

た結果についてまとめる。 

 

5.3.1 一人当たりの医療費の増減 

本節では、「医療費が増加した」は 2009-2010 年度平均医療費よりも 2012-2013 年

度平均医療費が高くなっていることを指し、「医療費が減少した」は 2009-2010 年度

平均医療費よりも 2012-2013 年度平均医療費が低くなっていることを指す。 

 

 全体の傾向 5.3.1.1

まず、マッチングを行わず比較を行った。対象者全体の医療費の分布を図 5-9 に示

す。人数の内訳は表 4-1 のようになっており、オンデマンド交通利用者は 322 名、非

利用者は 813 名となっている。 

図 5-9 中の散布図は、医療費の分布を示している。オンデマンド交通利用者と非利

用者の医療費の分布を比較すると、非利用者については散布図の右下に数点がプロッ

トされているのに対し、利用者の散布図にはそれが見当たらない。これは、2009 年度

から 2010 年度の間に一時的に高額な医療費がかかり、2012 年度から 2013 年度にか

けて医療費が下がった人が非利用者の群に数名存在したということを意味する。 

散布図中に示した割合は、それぞれの群において、医療費が増加した人の割合、減

少した人の割合を示す。利用者と非利用者の群で増加した人の割合を比較すると、利

用者については半数未満であったのに対し、非利用者では過半数となっている。 

図 5-9 中の表では、一人当たりの医療費について示している。一人当たり医療費の

伸びについては、オンデマンド交通利用者が 80,405 円、非利用者が 58,773 円となっ

ており、利用者の方が伸びが大きい。一見、非利用者に比べてオンデマンド交通利用

者の健康が悪化しているようにも見えるが、例えば 2009 年度から 2010 年度の平均医

療費が 200 万円を超えていたオンデマンド交通の利用者は 4 名であるのに対し、非利

用者はその 4 倍以上の 18 名いるなど、母集団の違いによるものが大きいと考えられ

える。 
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図 5-9 対象者全体の比較（外来・入院合計）  

 

  

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

0 2,000,000 4,000,000 6,000,000

2
0
1
2
-2
0
1
3
年
平
均

2009-2010年平均

増加 46%

減少 52%

(円)

(円)

増加 46%

減少 52%

(円)

(円)

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

0 2,000,000 4,000,000 6,000,000
2
0
1
2
-2
0
1
3
年
平
均

2009-2010年平均

増加 52%

減少 47%

(円)

(円)

オンデマンド交通
利用者

オンデマンド交通
非利用者

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

0 200,000 400,000 600,000 800,000 1,000,000

2
0
1
2
-2
0
1
3
年
度
平
均

2009-2010年度平均

(円)

(円)

減少 54%

増加 44%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

0 200,000 400,000 600,000 800,000 1,000,000

2
0
1
2
-2
0
1
3
年
度
平
均

2009-2010年度平均

(円)

(円)

減少 54%

増加 44%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

0 200,000 400,000 600,000 800,000 1,000,000

2
0
1
2
-2
0
1
3
年
度
平
均

2009-2010年度平均

(円)

(円)

減少 54%

増加 44%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

0 200,000 400,000 600,000 800,000 1,000,000

2
0
1
2
-2
0
1
3
年
度
平
均

2009-2010年度平均

(円)

(円)

減少 54%

増加 44%

2009-2010年平均 270,212 ± 476,084 296,311 ± 593,349
2012-2013年平均 350,617 ± 634,998 355,084 ± 785,433

オンデマンド交通
利用者（円/人）

オンデマンド交通
非利用者（円/人）



 

 

 

玉城町における医療費削減効果の検証 

64 

次に、外来のみの医療費の分布を図 5-10 に示す。 

分布の差異としては、散布図中左上の部分（医療費が大幅に増加した人がプロット

される部分）について、オンデマンド交通利用者群ではプロットされた者がいなかっ

たが、非利用者群では数名プロットされている。また、外来医療費の増加した人の割

合は、利用者群では 42%であるのに対し、非利用者群では 51%と 10%近い差異があっ

た。 

また、平均額を比較すると、2009-2010 年度時点ではオンデマンド交通利用者群が

非利用者群よりも一人当たり 22,855 円高額であったが、2012-2013 年度時点では逆

に非利用者群が一人当たり 9,062 円高額となっていた。 

 

 

 

図 5-10 対象者全体の比較（外来のみ）  
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最後に、入院のみの医療費の分布を図 5-11 に示す。 

分布の差異としては、散布図右側の部分（2009-2010 年度で医療費が高額であった

人がプロットされる部分）について、オンデマンド交通利用者群ではプロットされた

者がいない一方で、非利用者群では数名プロットされていた。オンデマンド交通利用

者群、非利用者群とも、増加した人は約 24%、減少した人は約 19%となっており、大

きな差異はない。また、増加も減少もしなかった人、すなわち医療費が変動しなかっ

た人は両群とも 60％近く存在し、そのすべてがこの期間で入院をしていない者であっ

た。 

平均値を比較すると、2009-2010 年度時点ではオンデマンド交通利用者群に対し非

利用者群は一人当たり 48,954 円高額であったが、2012-2013 年度時点では逆に利用

者群が一人当たり 4,595 円高額となっていた。 

 

 

 

図 5-11 対象者全体の比較（入院のみ）  
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以下では、母集団の差を打ち消すためにマッチングを施した上での分析結果を示す。 

ただし、後述するように、マッチングで抽出された人数はオンデマンド交通利用者・

非利用者合わせて 200 名程度であり、対象者全体 1,135 名に対し 20%程度となってい

る。したがって、以下に示す結果は、全体に対する一部の人のデータのみから得られ

たものであることに留意が必要である。 
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 外来レセプトのみを用いた結果 5.3.1.2

外来レセプトについて、マッチング、比較を行った結果を図 5-12 に示す。 

利用者、非利用者 104 組がマッチングされた。オンデマンド交通非利用者で医療費

が増加した者は過半数の 51％となったのに対し、オンデマンド交通利用者は半数未満

の 44%に留まっている。また、一人当たりの医療費で比較した場合、オンデマンド交

通非利用者は一人当たり 25,933 円の増加となっているのに対し、オンデマンド交通

利用者の増加幅は一人当たり 4,951 円と 20,982 円/年の差異となっている。 

図 5-12 中に丸をつけた非利用者は医療費が 2 倍以上に増加した非利用者を示して

いる。医療費が大幅に増大したこれらの非利用者の外来レセプトを確認したところ、

Ⅱ型糖尿病や認知症、アルツハイマー型認知症に罹患したことで医療費が高額となっ

た者がいた。 

 

 

 

図 5-12 マッチングによる比較（外来）  
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 入院レセプトのみを用いた結果 5.3.1.3

入院レセプトについて、マッチング、比較を行った結果を図 5-13 に示す。 

利用者・非利用者 198 名がマッチングされた。外来のみを用いた場合と同様、医療

費が増加した者の割合は、利用者が非利用者を下回っており、一人当たり医療費の増

加幅も小さかった。 

一方でその分布は、図 5-13 の散布図からもわかるように、外来の場合と大きく異

なる。医療費の平均が 0 円となった者、すなわち期間内に一度も入院していない者が

利用者、非利用者とも多く存在し、縦軸、横軸上にプロットされた者が多くなってい

た。また、マッチングしたオンデマンド交通利用者の約 80%、非利用者の約 60%がこ

の 5 年間で一度も入院をしていない。 

 

 

 

図 5-13 マッチングによる比較（入院）  
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 外来・入院レセプトを用いた結果 5.3.1.4

外来と入院レセプトを併せて、マッチング、比較を行った結果を図 5-14 に示す。 

利用者・非利用者 82 名がマッチングされた。外来のみ・入院のみを用いた場合と

同様、医療費が増加した者の割合は、利用者が非利用者を下回っており、一人当たり

医療費の増加幅も小さかった。 

2009-2010 年度平均医療費が 100 万円/年未満だった人のうち、2012-2013 年度平

均医療費が 100 万円/年を超えた人は、オンデマンド交通利用者には 1 名、オンデマン

ド交通非利用者には 3 名いた。このうち、非利用者の 2 名は糖尿病に罹患したため、

医療費が高額になっていた。また、利用者の 1 名は脳出血による入院で高額な医療費

となっていた。 

分布を見た場合、外来レセプトのみで分析を行った場合よりも顕著な違いは見られ

なかった。一方で、医療費が大きく増加した人については、非利用者のみに糖尿病罹

が見られるなど、外来レセプトのみの分析と同様の傾向が見られた。 

 

 

 

図 5-14 マッチングによる比較（外来及び入院）  
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 t 検定の結果 5.3.1.5

5.3.1.2、5.3.1.3、5.3.1.4 で得られた結果について、t 検定を行った。表 5-2 に結果

を示す。 

 

表 5-2 t 検定の結果 

 

 

マッチングの条件として、2009-2010 年度平均医療費を入れている。そのため、外

来、入院、外来・入院の合計のいずれの場合についても、2009-2010 年度平均につい

て p 値は 0.5 近くと非常に高い。この時点ではオンデマンド交通利用者・非利用者は

同一の母集団に属すると考えられる。 

一方、2012-2013 年度平均については、p 値が外来では 0.069、入院では 0.156、外

来・入院の合計では 0.289 となっていた。有意水準を 10%にとると、利用者・非利用

者の母集団に有意な差があると認められるのは、外来の場合のみとなる。入院、外来・

入院の合計については、平均の差に対し、標準偏差が非常に大きいため、同一の母集

団であることを棄却できなかった。 

  

外来

入院

外来＋入院 P値

2009-2010年平均 165,802 ± 224,074 164,376 ± 215,051 0.484
2012-2013年平均 212,030 ± 327,584 244,892 ± 417,985 0.289

オンデマンド交通利用者
（円/人）

オンデマンド交通
非利用者（円/人）

P値

2009-2010年平均 105,966 ± 53,803 106,771 ± 54,217 0.457
2012-2013年平均 110,917 ± 66,476 132,704 ± 132,824 0.069

オンデマンド交通
利用者（円/人）

オンデマンド交通
非利用者（円/人）

P値

2009-2010年平均 17,532 ± 126,996 17,148 ± 205,772 0.488
2012-2013年平均 150,948 ± 548,045 205,772 ± 526,329 0.156

オンデマンド交通利用者
（円/人）
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 マッチングによる分析のまとめ 5.3.1.6

外来レセプトのみを用いた分析、入院レセプトのみを用いた分析、外来と入院のレ

セプトを用いた分析のいずれについても、オンデマンド交通非利用者と比較してオン

デマンド交通利用者は、医療費が減少した人の割合が高く、一人当たり医療費の増加

額が小さい傾向にあった。また、外来レセプトのみを用いた分析、外来と入院のレセ

プトを用いた分析の中で、医療費が大幅に増えた人が数名存在したが、特にオンデマ

ンド交通非利用者については、糖尿病や認知症に罹患している人が見られた。 

以上のことから、オンデマンド交通の利用と医療費の増加の抑止には関係性がある

ことが示唆された。また、マッチングで抽出されたオンデマンド交通利用者には、糖

尿病や認知症によって、医療費が大幅に増加した人がいなかったことから、糖尿病や

認知症防止にも効果が存在することが示唆される結果となった。 

各分析について有意水準 10%として t 検定を施した結果、外来レセプトのみを用い

た分析について利用者群・非利用者群に有意な差があると判定された。 
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5.3.2 一件当たりの医療費の増減 

次に、レセプト一件当たりの医療費の増減について検証を行った結果を示す。 

 

① 外来医療費について 

オンデマンド交通利用者群および非利用者群について、外来レセプト一件当たりの

医療費の推移および検定の結果を図 5-15 に示す。利用者群については一件当たり約

12,000 円、非利用者については一件当たり約 15,000 円で推移している。この違いは

母集団の差と考えられる。 

検定の結果、利用者群 75-79 歳、非利用者群の 90-94 歳のものを除き、p 値は 10%

未満となっていた。有意水準を 10%にとると、これらの一件当たりの医療費について

は、「増減が生じていない」という帰無仮説が棄却される。 

80-89 歳の年齢層については、利用者群、非利用者群とも有意に増加している。ま

た、75-79 歳、90-94 歳においても、それぞれ利用者群、非利用者群で有意ではない

ものの、両群で増加額の符号が一致している。 

以上の結果から、一件当たりの外来医療費については、金額の差こそあれ、利用者

群、非利用者群で増減に差が生じていない可能性が高いと言える。 

 

② 入院医療費について 

入院レセプトは外来レセプトに比べ、数が極端に少なく、特に利用者群では入院レ

セプトが 1 件もない月が散見された。標本数が少ないため、特に検定等の検証を行う

ことはできないが、参考としてここに記載する。なお、ここでは年度で集計を行って

いる。 

利用者群および非利用者群について、入院レセプト一件当たりの医療費の推移を図 

5-16 に示す。ただし、なお、90-94 歳の年齢層では、2009 年度、2011 年度で入院回

数が０であったため、これらについては便宜的に一件当たりの入院医療費は 0 円とし

て表示している。サンプル数が原因で、利用者群のグラフは大きく上下している一方、

非利用者群は 40 万円から 50 万円前後で推移している。 
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図 5-15 外来レセプト一件当たりの医療費の推移 
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図 5-16 入院レセプト一件当たりの医療費の推移 
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5.3.3 推計される削減額 

以上の分析から、玉城町において、オンデマンド交通の利用者群、非利用者群間で

有意な差が認められるのは、外来の一人当たりの医療費のみであった。医療費削減額

としては、図 5-12 に示した一人当たり年間 20,982 円が推定される。 

 まとめ 5.4

利用者・非利用者のマッチングを行った分析により、一人当たりの外来費用につい

て利用者群と非利用者群の間に有意な差があることが明らかになった。一方で、一人

当たりの入院費用の差は認められなかった。 

一件当たりの医療費に関する傾向分析の結果、外来レセプト一件当たりの医療費の

推移は、利用者群・非利用者群でほぼ違いはなかった。なお、レセプト件数が少なかっ

たため、入院に関する検証は行えていない。 
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第6章 玉城町における交通施策評価 
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 はじめに 6.1

ここでは、提案した評価手法を用いて、三重県玉城町における交通施策、すなわち

「オンデマンド交通の無償運行」の評価を行う。 

 玉城町における医療費削減額𝑹𝑴𝑪の推計 6.2

5.3.3 に述べた結果を用いて、「オンデマンド交通の無償運行」による医療費削減額

𝑅𝑀𝐶を推定する。一人当たり𝑅𝑀𝐶 は年間 20,982 円、2014 年度では 75 歳以上の玉城

町オンデマンド交通の利用者は 544 名存在する。したがって、 

𝑅𝑀𝐶 = 20,982 円/(年・人)×544 人=11,414,208 円/年 

と推計される。 
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 オンデマンド交通の総費用𝑪𝒐𝒔𝒕の計算 6.3

玉城町オンデマンド交通の運営コストの内訳（玉城町社会福祉協議会より提供）を

表 6-1 に示す。この表より、2013 年度における総費用𝐶𝑜𝑠𝑡は年間 19,708,146 円とな

る。 

内訳としては、その 6 割近くを人件費が占めている。人件費には運転手、オペレー

タ雇用分の費用が含まれている。ついで多いのが車両賃借費である。玉城町では 1 台

当たり年間 60 万円ほどでリース契約をしており、運行用 3 台、予備用 1 台で合計 240

万円となっている。 

オンデマンド交通特有のコストとして、システム使用料および機材賃借費、通信費

が発生している。それぞれ、オンデマンド交通システムの使用料、車載器等のレンタ

ル、各端末への通信費等が含まれている。 

 

表 6-1 玉城町オンデマンド交通運営コスト（2013 年度） 

 

 

  

2013年度(円)
人件費 11,502,039
事業委託費 195,737
福利厚生費 83,440
燃料費 2,298,164
車両費 182,704
損害保険料 797,050

車両貸借費 2,473,471
通信費 143,750
機材賃借費 21,131
システム使用料 1,330,560
租税公課費 680,100

合計 19,708,146
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 現在の施策の評価 6.4

以上より、玉城町の交通施策「オンデマンド交通の無償運行」の評価𝑉𝑎𝑙𝑢𝑒は、マ

イナス 8,293,938 円/年と計算される。この値を用いて、想定される他の交通施策との

比較を行う。 

 

6.4.1 想定される他の交通施策について 

他の施策を取った場合と比較検討する。ここでは特に、オンデマンド交通の代わり

にタクシーまたは以前の玉城町コミュニティバスで町民の移動支援を行う場合と比較

する。ただし、現在運行しているオンデマンド交通は無償運行となっているため、タ

クシー、コミュニティバスについても無償運行を行うと仮定して比較を行う。 

 

 タクシーの無償運行に関する評価 6.4.1.1

𝑅𝑀𝐶の推計に関しては、オンデマンド交通による全移動をタクシーの無償運行でま

かなうことで、オンデマンド交通無償運行時と同等の𝑅𝑀𝐶が生じると仮定する。 

2013 年度のオンデマンド交通の予約平均トリップ距離 3.5km に対し、三重県にお

けるタクシー料金（表 6-2）を計算すると、料金は一件当たり 1,147 円となる。 

 

表 6-2 三重県のタクシー料金[43] 

 

 

仮に、2013 年度のオンデマンド交通利用者の全トリップ 25,489 件についてタク

シーの無償運行を実施した場合、𝐶𝑜𝑠𝑡は 1,147 円/件×25,489 件/年＝29,235,883 円/

年と推計される。これは表 6-1 に示したオンデマンド交通の現状の運営コストを大き

く上回る。 

以上より、𝐶𝑜𝑠𝑡 29,235,883 円/年、𝑅𝑀𝐶 11,414,208 円/年の差を取り、タクシーの

無償運行の𝑉𝑎𝑙𝑢𝑒 はマイナス 17,821,675 円/年と計算される。 

  

初乗運賃(1.5km) 加算運賃
610円 298mごとに80円

距離制運賃
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 以前のコミュニティバスの無償運行に関する評価 6.4.1.2

𝐶𝑜𝑠𝑡の推計に当たっては、現在のオンデマンド交通の運営と大きく異なると考えら

れるものに着目して推計する。その比較を表 6-3 に示す。現在のオンデマンド交通で

は人件費が 4.5 人相当分発生している。このうち、オペレータ雇用分の 1.5 人を除い

たものをコミュニティバスの人件費とした。車両については、現在はワゴン車 4 台の

リースとしているが、2008 年当時のコミュニティバスは中型バス 3 台で運行されて

いたため、それに相当する額とした。燃料費については、2008 年当時の費用をそのま

ま用いている。オンデマンド交通と比較してコミュニティバスは 4,959,084 円/年安く

運営できると推計された。したがって、コミュニティバスにおける𝐶𝑜𝑠𝑡は 14,749,062

円/年と計算される。 

 

表 6-3 オンデマンド交通とコミュニティバスの運営コストの比較 

 (単位は円) 

 

次に𝑅𝑀𝐶について推計を行う。コミュニティバスとオンデマンド交通の違いの一つ

として、乗降所の数の多寡がある。コミュニティバスは定時定路線という性質上、乗

降所をみだりに増やすことはできず、オンデマンド交通に比べカバーされない高齢者

が多くなると考えられる。したがって、コミュニティバスは前述のように運営コスト

を抑えられる反面、交通機関の利用困難者、すなわち公共交通による医療費削減効果

を受けることができない高齢者が多くなることが想定される。 

そこで、コミュニティバスがカバーできるオンデマンド交通利用者の割合を用いて

𝑁の推計、次いで𝑅𝑀𝐶の推計を行う。ここでは、乗降所から半径 200m に居住する人

を「コミュニティバスにカバーされる人」と定義し、計算を行う。 

2008 年時点のコミュニティバスのカバー範囲及び人数を図 6-1 に示す。なお、オ

ンデマンド交通利用者のうち住所が入手できた 474 名について集計を行っている。カ

バーできていない利用者は、特に町北西部に多く、中央部にも散見される状態となっ

オンデマンド交通 コミュニティバス
人件費 11,502,039 7,668,026
燃料費 2,298,164 3,222,005
車両貸借費 2,473,471 1,920,000
通信費 143,750
機材賃借費 21,131
システム使用料 1,330,560

合計 17,769,115 12,810,031
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ていた。カバーされる人の割合は約 54%となっていた。この結果を用いて計算すると、

𝑁は 294 人、𝑅𝑀𝐶は 6,168,708 円/年となる。 

 

 

(点はオンデマンド交通利用者の居住地、丸はコミュニティバスのカバー範囲を示す。) 

 

図 6-1 コミュニティバスのカバー範囲  

 

以上の結果から、コミュニティバスの𝑉𝑎𝑙𝑢𝑒はマイナス 8,580,354 円/年となる。 

  

0 2 41
キロメートル

コミュニティバス
カバー人数 474人中254人

割合 54%
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6.4.2 まとめ 

以上の試算をまとめたものを表 6-4 に示す。評価としては、タクシーがマイナス

17,821,675 円/年で最も低くなった。オンデマンド交通とコミュニティバスについて

はそれぞれマイナス 8,293,938 円/年、マイナス 8,580,354 円/年と僅差となった。 

したがって、高齢者の医療費を考慮した交通施策としては、オンデマンド交通無償

運行、コミュニティバス無償運行、タクシー無償運行の順で優位であると評価された。 

 

表 6-4 オンデマンド交通と他の交通施策の評価 

 

 

オンデマンド交通とコミュニティバスに関しては僅差の評価となったが、カバー人

数の割合という点ではオンデマンド交通はコミュニティバスを大きく上回っているた

め、経済効果等のその他波及効果を考慮に入れて評価した場合、オンデマンド交通が

より優位になる可能性がある。 

高齢者の分布に対し適切に乗降所を設定できれば、より低コストであるコミュニ

ティバスが優位になる可能性もある。しかし、コミュニティバスにおいてむやみに乗

降所を設置することは、所要時間の増大等、利便性を損なうことにつながる。今回は

オンデマンド交通導入時の医療費削減効果を用いて試算を行ったが、利便性の下がっ

たコミュニティバスにおいて同様の効果が得られるとは限らない。このような理由か

ら、今回の評価上は優位になるとはいえ、コミュニティバスの乗降所の配置について

は、慎重に行うべきであると言える。 

オンデマンド交通 タクシー コミュニティバス
N 544 544 294
RMC(円/年) 11,414,208 11,414,208 6,168,708
Cost(円/年) 19,708,146 29,235,883 14,749,062

Value(円/年) -8,293,938 -17,821,675 -8,580,354
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 ケーススタディに関する考察 7.1

7.1.1 マッチングに関する考察 

本手法で用いたマッチングの手法に関して考察を行う。なお、この節では、

2009-2013年度にかけて継続して後期高齢者医療制度の被保険者であった者を被保険

者と呼ぶ。 

 

 字について 7.1.1.1

本手法で用いたマッチングでは、対象者が居住する字（あざ）を属性として用いて

いる。字を属性として用いた理由としては、以下が挙げられる。 

 オンデマンド交通の利用割合は居住している地域による 

 医療費の増減には地域差が考えられる 

被保険者に対する 75 歳以上のオンデマンド交通利用者の割合を字ごとに計算した

ものを図 7-1 に示す。町北部は特に利用者の割合が高く、次いで町中央部が高くなっ

ている。一方、町南部中央はやや利用者の割合が低くなっている。このように、利用

者の割合は地域によって異なる。 

 

図 7-1 オンデマンド交通利用者の割合（75 歳以上） 

凡例

字

Sheet1$.09-13ODT / Sheet1$.09-13被保険

7% - 8%

9% - 24%

25% - 30%

31% - 39%

40% - 56%
0 1 20.5

キロメートル

被保険者数に対する利用者数の割合
（75歳以上）
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次に、医療費の増加した被保険者数の割合を字ごとにまとめたものを図 7-2 に示す。

医療費の増大した被保険者の割合は、町中央部および北部、西部では小さくなってい

る一方で、中央部やや西の部分および東部では大きくなっていた。 

 

 

図 7-2 医療費の増加した被保険者数の割合（三重県玉城町字別） 

 

以上のように、オンデマンド交通利用者数の割合、医療費の増加した被保険者の割

合の 2 点において、玉城町内でも地域差が存在する。したがって、マッチングの属性

として居住地を用いたことは妥当であると考えられる。 

  

0 2 41
キロメートル

凡例

字

Sheet1$.増加した人の割合

36% - 40%

41% - 50%

51% - 60%

61% - 70%

71% - 80%

医療費が増加した
被保険者の割合
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 マッチングの結果について 7.1.1.2

対象者全体とマッチングによって抽出された人々の集団について考察を行う。マッ

チングで抽出された人数を表 7-1 に示す。 

最も多くマッチングしたのは、入院レセプトのみを対象としたマッチングであり、

全体の約 6 分の 1 が抽出された。一方で、外来レセプト、入院レセプトを対象とした

マッチングは、全体の約 8 分の 1 を抽出するにとどまった。 

マッチングされた人数としては、入院レセプトのみを対象としたマッチングが最も

多かったが、先述のように、期間内に入院しなかった人が半数以上を占めていた。対

象者全体でも期間内に入院しなかった人が多く存在し、これらの入院しなかった人同

士のマッチングについては、医療費に関する条件が機能していないこととなる。 

したがって、本研究で用いた手法は、レセプトの性質上、外来医療費に関する検証

には適しており、入院医療費における検証には適していない可能性がある。なお、玉

城町における検証では、公共交通の利用が外来医療費のみ有意に下げるという結果（表 

5-2）が得られている。 

 

表 7-1 マッチングにより抽出された人数 

 

 

  

オンデマンド交通
利用者（人）

オンデマンド交通
非利用者（人）

合計
（人）

対象者全体 322 813 1,135
外来マッチング 104 104 208
入院マッチング 198 198 396
外来＋入院マッチング 82 82 164
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7.1.2 外来・入院医療費の違いについて 

三重県玉城町における検証では、5.3.1 に示すように外来と入院で医療費の傾向が大

きく異なっていた。この結果に関する考察を外来レセプト、入院レセプトに記録され

ている疾患の内訳に着目して行う。 

疾患の大分類ごとに費用を集計した結果を表 7-2 に示す。入院レセプトにおける割

合が外来レセプトにおける割合を上回った疾患の種類としては、「感染症及び寄生虫

症」、「新生物」、「精神および行動の障害」、「神経系の疾患」、「循環器系の疾患」、「呼

吸器系の疾患」、「損傷、中毒およびその他の外因の影響」であった。 

とりわけ割合が大きかったのが、「新生物」、「損傷、中毒およびその他の外因の影響」

であり、それぞれがん等の悪性新生物、事故などによる骨折や内臓の損傷がその代表

例である。オンデマンド交通による外出促進が、こうした疾患の予防に対し効果が薄

く、結果として入院医療費に対し大きな効果を及ぼさなかった可能性がある。 

 

表 7-2 外来・入院の費用の内訳(2009-2013 年度) 

 

※入院における割合、外来における割合を比較して高い方に色をつけた 

 

  

外来に
おける割合

入院に
おける割合

感染症および寄生虫症 1% 2%
新生物 7% 14%
血液および造血器の疾患ならびに免疫機構の障害 1% 0%
内分泌,栄養および代謝疾患 8% 4%
精神および行動の障害 2% 6%
神経系の疾患 4% 7%
眼および付属器の疾患 6% 2%
耳および乳様突起の疾患 1% 0%
循環器系の疾患 30% 32%
呼吸器系の疾患 4% 7%
消化器系の疾患 9% 5%
皮膚および皮下組織の疾患 1% 0%
筋骨格系および結合組織の疾患 8% 4%
尿路性器系の疾患 12% 3%
症状,徴候および異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの 2% 1%
損傷,中毒およびその他の外因の影響 2% 10%
健康状態に影響をおよぼす要因および保健サービスの利用 1% 0%

合計 100% 100%
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7.1.3 オンデマンド交通の利用動向と医療費の増減の関係 

 オンデマンド交通利用頻度と医療費の増減 7.1.3.1

ここでは、オンデマンド交通の利用ログとレセプトを紐づけ、利用者の利用動向と

医療費の増減の関係について分析・考察を行う。効果のより大きかった外来について、

マッチングされた 104 名を対象とする。 

オンデマンド交通の利用頻度と医療費が減少した人の割合の関係を図 7-3 に示す。

赤い折れ線グラフがその利用頻度に該当する利用者の数、青い棒グラフがその利用頻

度における医療費が減少した人の割合を示している。 

医療費が減少した人の割合は、利用頻度が「半年に 1 回」から「1 か月に 1 回」に

かけて増加し、その後利用頻度が増加するにしたがって減少している。特に「週数回」

の利用頻度の群は医療費が増加した人が過半数を占めている。 

「週数回」の群の 28 名について、医療機関への利用頻度を集計した結果を表 7-3

に示す。医療費が増加した人は 15 名、減少した人は 13 名いた。医療機関への利用頻

度を比較すると、減少した人は平均 10 日/年の利用頻度であったのに対し、増加した

人は平均 17 日/年と約 1.7 倍の利用頻度となっていた。抽出された 104 名の医療機関

への利用頻度が平均 7 日/年であり、これと比較すると 2.5 倍の移動頻度となる。 

以上をまとめると、「1 か月に 1 回」までに関しては利用頻度の増加が医療費の削減

と相関があるが、それ以上の頻度の群に関しては、同時に医療機関への利用頻度も増

加するため、それらの相関が逆に表れている。 

 

 

図 7-3 オンデマンド交通の利用頻度と医療費の増減  
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表 7-3 「週数回」の群の医療機関への利用頻度 

 

 

 医療機関への利用頻度と医療費の増減 7.1.3.2

同様に、医療機関への利用頻度と医療費の増減について考察を行う。医療機関への

利用頻度と医療費の増減の関係を図 7-4 に示す。「週数回」の群に属する利用者は存

在していない。「1 か月に 1 回」利用する群で医療費が減少した人の割合が最大となっ

ている。 

通院頻度の増加は、早期発見早期治療による医療費抑制の効果がある一方で、いた

ずらな検診費用の増大等を招く可能性もある。また、人口透析など、高頻度で通院せ

ざるを得なくなった場合にも医療費は増大する。本分析結果は、こうした実情と矛盾

しない結果となった。 

 

 

図 7-4 医療機関への利用頻度と医療費の増減  

 

  

人数 医療機関への利用頻度
増加した人 15名 平均17日/年
減少した人 13名 平均10日/年
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 公共施設への利用頻度と医療費の増減 7.1.3.3

最後に公共施設への利用頻度と医療費の増減について考察を行う。三重県玉城町で

は、介護予防教室等の高齢者向けイベントが多く実施される保健福祉会館や各地の公

民館などが公共施設として乗降所データベースに登録されている。公共施設への利用

頻度と医療費の増減の関係を図 7-5 に示す。 

「1 週間に 1 回」までは利用頻度の増加と医療費が減少した人の割合に相関が見ら

れる。しかし、「週数回」の群では医療費が減少した割合が大きく下がっている。 

7.1.3.1 と同様に、医療機関への移動頻度を集計した結果を表 7-4 に示す。18 名が

公共施設への利用頻度が「週数回」の群に属しているが、うち医療費が増加した人は

11 人、減少した人は 7 人いた。医療機関への利用頻度としては、減少した人は平均 4

日/年に対し、増加した人は平均 14 日/年と約 3.5 倍と大きく異なっていた。 

公共施設への利用は、介護予防教室への参加と密接に関係があるため、医療費の減

少との関連はあると考えられる。一方で、7.1.3.2 の結果と同様、医療機関への移動が

多い人が増えるためか、「週数回」公共施設への移動に利用している群に関しては、医

療費が減少した人の割合は小さくなっていた。 

 

 

図 7-5 公共施設への利用頻度と医療費の増減  

 

表 7-4 公共施設への利用頻度「週数回」の群の医療機関への利用頻度 
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7.1.4 自由記述から得られた交通施策に関する提言 

本ケーススタディで扱った玉城町では、医療費の削減が示され、オンデマンド交通

運行はタクシー無償運行の施策と比較すると優位であるという評価となった。このこ

とは、オンデマンド交通の利用者及び利用件数が他の自治体と比べても多いことが原

因の一つとも考えられる。オンデマンド交通に限らず、公共交通を効果的に運行する

方法を玉城町アンケートで得た自由記述等を用いて考える。 

玉城町アンケートの自由記述「良いと感じた点」で多く見られたのは、「運転手、オ

ペレータが親切」といった内容のものである。高齢者向けの公共交通としては、単純

に便利である他に、例えば乗務員が明るく挨拶をする、乗降時に手助けをするなどの

気遣いが良い評価につながると考えられる。また、「友人、知り合いが増えた」という

回答も多々見られた。玉城町では 9 人乗りのワゴン車を運行しているが、これは一般

的なバスに比べるとはるかに小さい。狭い空間ではあるが、人とのふれあいは高齢者

にとっては利用する動機や生きがいにもつながる。そういった空間づくりにも、やは

り乗務員の気配りが重要となってくる。 

不満点として多く見られたのは、「乗降所までが遠い」という意見であった。体力の

衰える高齢者にとっては、乗降所までの数百メートルの距離であっても外出に対する

大きな障壁となりうる。本研究では、乗降所から半径 200 メートルをカバー地域とし

て定義し評価したが、高齢者にとっては遠く感じられる距離であった可能性がある。

なお、玉城町では乗降所を自由に設置できるオンデマンド交通を運行しているが、歩

行の機会を与えることを目的に、自宅前に乗降所を置くことは認めていないため、こ

うした意見が見られたと考えられる。乗降所までの距離を短縮することは、公共交通

を効果的に運行する上では重要である。他にも、運行時間帯や運行範囲に関する改善

を望む声もあった。 

以上より、自由記述から得られた交通施策に関する提言としては、 

 乗務員等の気配り 

 乗降所までの距離の短縮、運行時間帯・運行範囲の拡大 

等が挙げられる。 

玉城町はこのうち、前者に関しては肯定的な意見が多く一つの強みとなっている。

また、オンデマンド交通の性質上、予算の制約もあるが後者の改善も比較的容易であ

る。これらが玉城町において効果的に交通施策を実施できた要因であると考えられる。  
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 オンデマンド交通に関する考察 7.2

現在オンデマンド交通システムは、図 2-2 に示すように多数の自治体で導入・運行

されている。仮に三重県玉城町と同様の利用頻度、利用特性が見られる自治体が存在

すれば、その自治体についても玉城町と同様の医療費への影響が見られると考えられ

る。ここでは、利用者数・利用件数、利用乗降所カテゴリの観点から比較・考察する。 

自治体ごとにオンデマンド交通の利用者数、利用件数をまとめたものを表 7-5 に示

す。オンデマンド交通が、人口 1 万人前後から 5 万人以上の地域、高齢化率 20%から

30%弱の地域と様々な地域に幅広く導入されていることが表 7-5 の上表からはわか

る。また、人口が異なる地域についても比較ができるように、利用者数、利用件数を

高齢化率で割ったもの、利用件数を利用者数で割ったものを表 7-5 下表にまとめた。

以下、それぞれについて述べる。 

 「高齢者数に対する利用者数」について、三重県玉城町に類似した値（10%

以上）を持つのは、埼玉県鳩山町、千葉県山武市、福井県高浜町、奈良県三

郷町、岐阜県養老町が挙げられる。 

 「高齢者数に対する利用件数」は、他の自治体がすべて 5 件/人を下回ってい

るのに対し、玉城町が 7.5 件/人と非常に高い。ただし、千葉県佐倉市などは、

運行区域を絞っていることに留意が必要である。 

 「利用者に対する利用件数」は大きく二分される結果となった。表中 14 自

治体のうち、20 件/人前後となった自治体は 11 自治体、50 件/人前後となっ

た自治体は玉城町を含め 3 自治体であった。 

以上の 3 点から、玉城町は群を抜いてオンデマンド交通の利用が盛んな自治体と言

える。玉城町には及ばないながらも、千葉県山武市、岐阜県養老町などが近い利用状

況にある自治体として挙げられる。 
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表 7-5 利用人数・利用件数（2013 年度） 

 

 

※利用者数は「期間中 1 度でも利用した人の数」を指す。 

 

よく利用される乗降所のカテゴリについて、自治体ごとにまとめたものを表 7-6 に

示す。 

玉城町での利用について特筆すべきは、公共施設への利用の多さとレジャー・スポー

ツ施設が上位 3 件に入っていることである。公共施設には、役場や公民館などが含ま

れるが、玉城町においては社会福祉協議会が運営する保健福祉会館への移動がその 8

割を占めている。また、町営の温泉施設が存在し、レジャー・スポーツ施設への移動

が多いのは、そこに通う高齢者が多いためである。 

人口 高齢化率 高齢者数 利用者数 利用件数

茨城県阿見町 47,940 20.8% 9,970 446 8,544
埼玉県寄居町 35,774 24.2% 8,669 605 12,018
埼玉県鳩山町 15,305 28.2% 4,317 798 16,335
埼玉県北本市 68,888 21.8% 15,043 1,112 15,090
千葉県佐倉市 172,183 22.4% 38,500 126 2,255
千葉県山武市 56,089 25.4% 14,268 2,065 47,308
山梨県甲州市 33,927 29.4% 9,963 513 24,279
岐阜県養老町 31,332 23.8% 7,470 715 33,264
福井県高浜町 11,062 26.6% 2,942 418 9,463
三重県玉城町 15,297 22.7% 3,478 525 26,003
千葉県東金市 61,751 20.8% 12,863 246 4,450
奈良県三郷町 23,440 26.4% 6,182 1,172 19,070
愛媛県伊予市 38,017 27.8% 10,565 352 7,767
宮崎県川南町 17,009 26.4% 4,493 141 3,911

利用者数/高齢者数 利用件数/高齢者数 利用件数/利用者数

茨城県阿見町 4% 0.9 19.2
埼玉県寄居町 7% 1.4 19.9
埼玉県鳩山町 18% 3.8 20.5
埼玉県北本市 7% 1.0 13.6
千葉県佐倉市 0% 0.1 17.9
千葉県山武市 14% 3.3 22.9
山梨県甲州市 5% 2.4 47.3
岐阜県養老町 10% 4.5 46.5
福井県高浜町 14% 3.2 22.6
三重県玉城町 15% 7.5 49.5
千葉県東金市 2% 0.3 18.1
奈良県三郷町 19% 3.1 16.3
愛媛県伊予市 3% 0.7 22.1
宮崎県川南町 3% 0.9 27.7
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一方で、ほとんどの自治体について、利用乗降所カテゴリ上位三件は、公共施設、

交通施設、商業施設、病院・医療施設で構成されている。また、ほとんどの自治体で、

病院・医療施設が最も利用される乗降所カテゴリとなっており、その割合は 3 割を超

えている。 

多くの自治体が玉城町と異なる利用特性を持つという結果になった一方で、類似し

ている可能性のある自治体も存在している。宮崎県川南町は、玉城町同様、公共施設

が利用乗降所カテゴリのトップであり。岐阜県養老町についても、公共施設は 2 位で

あるものの、その割合はともに 3 割前後となっている。 

 

表 7-6 利用乗降所カテゴリ（上位３件、自宅乗降所を除く） 

 

 

以上を踏まえると、岐阜県養老町は三重県玉城町と利用特性が類似している可能性

がある。岐阜県養老町におけるオンデマンド交通本格運行は 2013年 11月開始のため、

2014 年現在で運行 1 年目である。運行期間が短く、その効果は確認できない、確認

できたとしてもまだ小さいと考えられるが、今後の運行継続により、玉城町と同様の

効果が生まれることが期待できる。 

  

カテゴリ 割合 カテゴリ 割合 カテゴリ 割合

阿見町 病院・医療施設 50% 商業施設 18% 公共施設 13%
寄居町 病院・医療施設 38% 商業施設 28% 公共施設 15%
鳩山町 病院・医療施設 47% 公共施設 21% 商業施設 13%
北本市 病院・医療施設 46% 交通施設 18% 公共施設 13%
佐倉市 交通施設 85% 公共施設 13% 病院・医療施設 2%
山武市 病院・医療施設 36% 商業施設 28% 交通施設 17%
甲州市 交通施設 29% 病院・医療施設 23% 公共施設 16%
養老町 病院・医療施設 34% 公共施設 33% 商業施設 11%
高浜町 病院・医療施設 37% 商業施設 20% 公共施設 13%
玉城町 公共施設 43% レジャー・スポーツ施設 16% 病院・医療施設 13%
東金市 病院・医療施設 65% 公共施設 18% 商業施設 9%
三郷町 病院・医療施設 41% 交通施設 37% 公共施設 9%
伊予市 病院・医療施設 46% 交通施設 21% 商業施設 17%
川南町 公共施設 29% 交通施設 28% 病院・医療施設 22%

3位1位 2位
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 玉城町周辺自治体の公共交通の評価 7.3

三重県玉城町において、オンデマンド交通の利用と外来の一人当たり医療費の削減

との間に相関があることが確認された（第 5 章）。 

ここでは玉城町の周辺自治体について、医療費削減の観点から公共交通機関に追加

投資できる額を算出する。具体的には以下の手法を用いる。 

1.  ある領域が公共交通機関の乗降所から半径 200m に入っている場合を「その

領域が公共交通によってカバーされている」と定義し、カバーされた領域に居

住する高齢者人口を求める。また、その自治体の高齢者人口に対するカバーさ

れた高齢者人口の割合𝐶𝑅(Coverage Ratio)を算出する。 

2.  玉城町における高齢者人口に対する公共交通機関を利用する高齢者の割合

𝑃𝑈𝑇（Percentage of Users in Tamaki）、カバー率𝐶𝑅𝑇（𝐶𝑅 in Tamaki）を求

める。 

3.  式(7.1)によって、追加投資できる額𝐼を算出する。 

𝐼 = (自治体の高齢者人口) ∙ (𝐶𝑅𝑇 − 𝐶𝑅) ∙ 𝑃𝑈𝑇 ∙ (玉城町一人当たり𝑅𝑀𝐶) (7.1) 

 

ここでの公共交通機関とは、市町村内を移動する路線バス、コミュニティバスに限

定し、タクシー、鉄道等は含めないものとする。公共交通のバス停の地図は、国土数

値情報バス停留所データ[44]を用いて作成している。 

対象は三重県玉城町の近隣市町村である伊勢市、度会郡度会町、多気郡多気町、多

気郡明和町とする。これら 4 市町と玉城町との位置関係を図 7-6 に示す。 

 

 

図 7-6 対象とする三重県玉城町近隣市町村 

0 10 205 キロメートル
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7.3.1 三重県伊勢市 

伊勢市は玉城町の西に位置する市である。人口は約 13 万人、面積は約 200 平方 km

である。伊勢神宮を擁し、伊勢志摩の中心都市となっている。公共交通としては、路

線バス（三重交通）の他、コミュニティバスが運行されている。 

伊勢市の人口分布と路線バスのバス停の位置を図 7-7 に示す。人口は市の北部に集

中しており、南東部の人口はほとんどいない。バス停は概ね人口のある地域に設置さ

れてはいるが、半径 200m の範囲でカバーできていない地域も多く存在する。高齢者

は、伊勢市内に 34,898 名在住しているが、このうちバス停から半径 200m のエリア

でカバーされている地域に在住しているのは 26,375 名（約 76%）であった。 

 

 

図 7-7 三重県伊勢市の人口分布とバス停位置 
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7.3.2 度会郡度会町 

度会郡度会町は玉城町の南に位置する町である。人口約 8,300 人、面積約 135 平方

km である。公共交通としては、路線バス（三重交通）が運行されている。 

度会郡の人口分布及びバス停の位置を図 7-8 に示す。人口は、町北部を通る県道 38

号線、東部を通る県道 22 号線に沿う形で分布している。バス停も同様に県道に沿っ

て配置されている。県道から外れた地域がバス停から半径 200m の範囲でカバーされ

ていない部分として目立つ。高齢者は 2,371 人町内に居住しているが、うちバス停か

ら半径 200m 以内に居住している者は 1,522 人であった。割合としては伊勢市よりも

低く、約 64％となっていた。 

 

 

図 7-8 三重県度会郡度会町の人口分布とバス停位置 
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7.3.3 多気郡多気町 

多気郡多気町は玉城町の西に位置する町である。人口は玉城町とほぼ等しい約 1 万

5,000 人、面積は約 2 倍の約 103 平方 km である。公共交通としては、路線バス（三

重交通）のほか、町営の路線型バスが運行されている。 

多気郡多気町の人口分布及びバス停の位置を図 7-9 に示す。町営のバスは町北部を

東西に運行するもの、東部を南北に運行するものが存在している。居住地は概ねカバー

できているものの伊勢市と同様、市街地に空白地帯が見られる。高齢者は、4,528 人

が町内に在住、うちバス停から半径 200m の範囲に居住しているのは 3,364 人である。

割合は伊勢市とほぼ等しい約 74％であった。 

 

 

図 7-9 三重県多気郡多気町の人口分布とバス停位置 
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7.3.4 多気郡明和町 

多気郡明和町は玉城町の北に位置する町である。人口は約 22,000 人、面積は玉城

町とほぼ等しい約 40 平方 km となっている。路線バスの他、明和町民バスというコ

ミュニティバスが運行されている。 

人口およびバス停の分布を図 7-10 に示す。人口は町全域に分布しており、それに

対応する形でコミュニティバス等のバス停が設置されている。ただし、やはりすべて

の地域をカバーできているわけではなく、特に北東部は高齢者人口が多いにもかかわ

らず、バス停間に空白が多く見られる。5,843人の高齢者に対し、バス停から半径 200m

内に居住する人は 4,117 人と、約 70%となっていた。 

 

 

図 7-10 三重県多気郡明和町の人口分布とバス停位置 
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7.3.5 医療費の増減を考慮した各自治体の投資可能額 

本節で得られた結果および推計された公共交通に追加投資できる額𝐼を表 7-7 にま

とめる。参考として玉城町の結果も記載した。追加投資できる額としては、人口の大

きい伊勢市については年間22,610,668円/年、他の3町に関しては年間数百万円となっ

た。特に明和町に関しては、玉城町と比較して𝐶𝑅が 20%ほど低く高齢者人口も多いた

め、5,040,393 円/年が投資可能な額として算出された。 

 

表 7-7 玉城町周辺自治体の公共交通への投資可能額 

 

 

カバー率が伸び悩む原因として、近隣 4 市町は路線バスやコミュニティバスといっ

た路線型交通のみが運行されていることが考えられる。バス停は人口分布に忠実に配

置されており、一見地域全体をカバーしている。しかし、すでに各地図が示すように、

市街地であっても空白地帯が多く見受けられ、これらの空白地帯がカバー率低下につ

ながっていると考えられる。 

路線型交通においてむやみにバス停を多く設置することは、全バス停を巡回すると

いう性質上、所要時間の増加や運行本数の低下をもたらす。その点で、需要によって

巡回しないバス停があってもよいオンデマンド交通は、多数のバス停を設置できカ

バー率の向上を行うことができる。 

オンデマンド交通システム固有のシステム費用等は、表 6-1 に示したように、年間

200 万円に満たない。自治体で運行している車両の一部をオンデマンド交通化し交通

空白地帯を解消を目指すことは、ここで算出した投資可能額から現実的な策と言える。

また、オンデマンド交通の費用を一台当たりに換算すると 600 万円/台・年程度である

ため、伊勢市ほどの投資可能額があればオンデマンド交通用の車両を追加することも

十分検討の余地がある。 

  

玉城町 伊勢市 度会町 多気町 明和町
CR 91% 76% 64% 74% 70%

CR-CRT 0% 15% 27% 17% 21%
高齢者人口(人) 3,707 34,898 2,371 4,528 5,843

PUT
玉城町一人当たりRMC

I(円/年) 0 22,610,668 2,668,965 3,177,722 5,040,393

20%
20,982円/人・年
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 データの連携 7.4

玉城町では、異種のデータ、サービスを連携することで、災害対策や個人に合わせ

たサービス提供、新たな知見の発見をねらい、実証事業「ICT を利活用した安心・元

気な町づくり事業」が立ち上がっている[45]。そこで用いられる「玉城町共通プラッ

トフォーム」の概要を図 7-11 に示す。本プラットフォームは、玉城町が保有する各

種公共データと民間企業や各種団体の持つデータを共通 ID で紐づけて管理、それら

を学術機関や民間企業に公開するものとなっている。データを利用する各種団体は、

利用を許可されたデータに対し、独自の分析や活動に生かし、最終的に地域経済の活

性化、活動結果の還元を行うこととなっている。 

本研究では、医療費のレセプトとオンデマンド交通ログデータという異なる種の

データベースを個人で紐づけることによって、実際に新たな知見を得られた。このこ

とは、本プラットフォームの有用性を示唆しており、今後より多くの種類のデータが

統合して利用されるようになれば、さらなる地域活性化やその分析につなげられると

考えられる。なお、2014 年現在、プラットフォーム本体は完成しており、各種データ

が登録される段階となっている。 

 

 

図 7-11 玉城町共通プラットフォーム[45] 
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 本研究での課題 7.5

7.5.1 検証におけるマッチングに関する課題 

本研究で提案した手法におけるマッチングでは、基準となる年の健康状態の差異を

打ち消すことを目的として医療費をマッチングの条件に入れている。しかし、公共交

通を利用して外出するかどうかは、健康状態だけではなく、例えばその人の性格が外

交的か内向的かで大きく異なる可能性がある。 

現状として、対象者の性格等の内面的な要因や交友関係といった定量化しづらい要

因に関して、基準となる年の時点でのデータを得ることは困難である。したがって、

得られる結果をこの観点から改善するのであれば、事前にそういった内容を問うアン

ケートを行い、数年後に本手法を適用するという前向きコホート研究の手法を取り入

れる必要があると考えられる。 

7.5.2 介護予防に関する検証・評価 

本研究では主に、後期高齢者医療制度のレセプトに記録される、外来・入院医療費

を対象として検証・評価を行った。こうした医療費削減効果の他、外出機会の増加が

及ぼす効果として、介護予防に関するものが考えられる。 

現在自治体から得ることのできる介護予防の名簿には 2 点の問題点があり、検証を

困難にしている。一つは、名簿にはその時点での認定者のみが記載されており、死亡

した人や転居した人の情報は記載されない。二つ目に、要介護認定とは必ずしも「介

護が必要な人」をすべて認定するわけではないという本質的な問題がある。基本的に

申請することが前提であったり、近年の財政逼迫の影響から要介護度を低めに認定し

たりするなどの問題点が存在している。 

介護予防に関する効果を検証するには多くの障壁を取り除く必要がある。例えば、

近年の介護認定の現状を詳しく調査するだけでなく、引きこもりとの関連から前述の

ような基準年時点での精神状態・交友関係なども考慮に入れることも重要になる可能

性があると考えられる。 
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 結論 8.1

本研究では、現在の行政評価手法にはない、高齢者の医療費の増減を考慮した地方

自治体交通施策の評価手法を提案した。具体的には以下の 2 つを行った。 

  公共交通導入による医療費削減効果を検証する手法を提案した。本検証手法

は、アンケートによる定性的な検証と後期高齢者医療レセプト・公共交通利用

履歴を用いた定量的な検証からなっており、それぞれ、交通施策の実施が外出

促進・社会参加の機会増加に効果があることの検証、公共交通の利用と医療費

の相関の検証を目的としている。後者については、統計的マッチングの手法を

用いた交絡因子の調整を行った検証となっている。 

  検証の結果を用いて、自治体の実施する交通施策について、高齢者の医療費

増減額およびその施策に関わる費用を用いた評価手法を提案した。 

 

また、ケーススタディとして、玉城町の交通施策「オンデマンド交通の無償運行」

の評価を行い、アンケート調査からは、オンデマンド交通の存在が玉城町内介護予防

教室の参加に重要な役割を果たしていること、後期高齢者医療レセプトと公共交通利

用履歴を用いた検証からは、利用者群・非利用者群間に一人当たり 20,982 円/年の差

が存在することが確認された。 

評価に際しては、玉城町におけるタクシー無償運行、コミュニティバスの無償運行

の 2 つの交通施策を仮定し比較を行った。その結果、オンデマンド交通無償運行はタ

クシー無償運行に比べ優位であり、コミュニティバス無償運行とほぼ等しい評価と

なった。コミュニティバス無償運行と比較すると、オンデマンド交通はシステム代等

のコストで不利になるものの、乗降所が多数設定でき、多くの高齢者をカバーするこ

とができるという点で優位であった。 

また、公共交通のカバー率、高齢者の医療費の増減を考慮した場合、玉城町近隣市

町では公共交通に対し数百万円の追加投資ができる見込みとなった。利便性を落とさ

ずカバー率を向上するには、公共交通のオンデマンド交通化は有効であると考えられ

るが、その費用も推計された追加投資可能額で十分に賄えると試算された。 

 

  



 

 

 

結論 

105 

 今後の展望 8.2

今後の展望として、公共経済学の観点からの交通施策の見直しが挙げられる。 

本研究により、公共交通の導入が高齢者の医療費の削減につながっている事例が確

認された。これにより、自治体側の採算性の評価については、既存の視点に加えて新

たに高齢者の医療費の推移も考慮に入れる必要が発生すると考えられる。 

公共交通の導入・運営においては、受益者負担と公的資金による補助のバランスが

ポイントとなる。医療費はもちろん、それ以外の便益に関する評価を総合して、適切

な配分に向け検討を行っていく必要があると考えられる。 
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2. 自由記述解答（類似した記述は割愛） 

(ア) 良いと感じた点 

 運転手が気持ちよく笑顔で接してくれる。 

 シルバー人材の運転手の方はとても良い。 

 受付の係の人（オペレータ）が親切。 

 路線バスにない良い雰囲気がある。 

 友達が多くでき、楽しくなった。 

 乗合の人とも顔なじみで話ができる。 

 停留所が近いのが良い。 

 申し込みが簡単。 

 自分の思った時間に出かけられる。 

 運転免許のない人に便利。 

 家族の都合が悪い時でも元気バスで出かけられる。 

 外出することが多くなった。 

 温泉に行く機会が増えた。 

 病院に行くのに便利。 

 駅までの移動が便利。 

 悠ゆう塾に出かけられるので元気でいられる。 

 福祉ボランティア等に安心して外出できる。 

 無料なので大変助かる。 

 雨が降っているときに助かる。 

 一人暮らしなので、体調が悪くなったときに電話をすればいつでも迎え

に来てくれることが有難い。 

 高齢のため家族に運転をとがめられるので、元気バスはありがたい。 

 町外の者だが、玉城町の人と触れ合えるのがうれしい。 

 近いところへは自転車や徒歩で移動できるが、少し遠いところは知り合

いに車に乗せてもらわなければ行けないため、元気バスはありがたい。 

 これから体力が衰えてきたらもっと必要になると思う。 

 バスが様々な場所を回るため、いろいろ見られて楽しい。 

 友人との行動はバスがいい。 
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(イ) 不満な点 

 行きはいいが、帰りの時間が分からないときには使いづらい。 

 予約が必要な点。 

 予約できる時間帯を長くしてほしい。 

 早い時間、遅い時間に運行していないため、他の公共交通に乗り継いで

出かけるのに不便。 

 土日は電話予約が取れないのが残念。 

 予約を取るとき、早く取っておかないと取れないときがある。 

 病院の帰りなどで、2、3 時間待つときがある。 

 一人で乗っているときが多く、同じ方面の人を乗せてくれたらと思う。 

 近くにバスが停まっていても、予約しなければ利用できない。 

 街中は停留所が多くていいが、中心から離れたところには停留所が少な

い。 

 ピアゴ（スーパー）の停留所が外の道路なので、中にまでつけてくれる

とありがたい。 

 足腰の弱い人は停留所まで行くのが大変なので、特例で自宅まで言って

くれると助かる。 

 土日の予約が当日には取りづらい。当日でないと予定がわからないため、

利用したくてもできない。 

 利用者が登録された中の一部であり、その利用内容も福祉とは程遠い人

もいる。 

 調子が悪いときは乗降所まで行くのがつらい。その際は家からタクシー

を頼むことが多い。 

 時間帯によって、あちこちに回らなくてはならず、家に帰るまでに時間

がかかる。 

 乗り降りが少しつらい。 

 

(ウ) その他 

 元気バスが無かったら、買い物、通院など本当に困ると思う。 

 毎月 1 回はピンの会への参加に利用している。 

 職員の人には一度乗車してもらって、細かい点をチェックしてほしい。 
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 玉城町内だけでは、利用がしづらい。 

 町外への移動も週 1 回くらいあるといい。 

 町外の友人も有料でいいので乗せてほしい。 

 町外から温泉へ行っているので利用は少ない。 

 温泉と病院の利用ルートが固定化されつつある。 

 新しい大型スーパーができるので、元気バスで行けるようにしてほしい。 

 通院や福祉会館の行事などに元気バスのおかげで行けている人が多いの

で、ぜひ元気バスを続けてほしい。 

 長く元気バス事業を続けるために、低額の料金を考えても良いのではな

いか。 

 高齢者に負担可能な額をとってもいいと思う。 

 一部の人のために毎年 2000 万円かけて維持する必要があるのか。 

 元気バスの運行には疑問を感じている。 

 元気バスは将来の自分の足になりそう。 

 安全運転をお願いしたい。 

 大きな荷物があるときの配慮が欲しい。 

 手押し車等、荷物があるときは利用を遠慮してしまう。 


